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内容梗概 

 

 
 本論文は筆者が大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻在学中に行った，

気象用フェーズドアレイレーダネットワークに関する研究成果をまとめたものであ

る． 

 近年，突発的豪雨や竜巻といった気象現象がもたらす災害が社会問題となっている．

このような現象は数分～数十分の内に発達して地上に被害をもたらすため，従来型の

大型気象レーダが有する分解能では観測が困難であった．そこで，本研究グループは

気象用フェーズドアレイレーダ (PAWR)を開発した．PAWR は半径 60km 以内を 30 秒

で三次元的に観測可能なレーダである．PAWR は気象現象が発生する予兆をいち早く

捉え，発達から衰退までの過程を連続的に観測することができる．本研究グループで

は，PAWR を複数台用いた PAWR ネットワークを運用しており，また，高精度観測機

能を有する二重偏波フェーズドアレイレーダの開発を進めている．一方，PAWR が使

用する X 帯では降雨減衰が問題となっており，正確な補正手法が必要となる．さら

に，レーダの高分解能化はデータの大容量化を意味し，レーダネットワーク運用時の

データ転送にボトルネックが生じるため，データを効率的に圧縮する手法が必要とな

る．気象用フェーズドアレイレーダネットワークを実用化する上での問題を解決する

ことが本研究の目的である． 

本論文は以下の 5 章によって構成する． 

 第 1 章は本論文の導入部であり，従来型の気象レーダ観測について説明した上で，

本論文の目的について述べる． 

 第 2 章は単一偏波レーダネットワークにおける降雨減衰補正手法の開発について

述べる．降雨減衰の大きい X 帯では単体レーダに対する降雨減衰補正手法である

Hitschfeld-Bordan 法 (HB 法)による補正結果は不安定となる．そこで，レーダネット

ワーク内の各ノードの HB 解と共にその理論的分散値を算出し，分散値の逆数による

重み付け平均によって，確率的に尤もらしい補正解を算出する．提案手法による推定

解の精度をシミュレーションと実観測データによって検証する．さらに，PAWR ネッ

トワークの観測データに提案手法を適用した結果について述べる． 

 第 3 章は二重偏波レーダネットワークにおける降雨減衰補正手法について説明す

る．二重偏波観測は水平・垂直偏波を用いることで降水の粒子情報を取得可能な観測

手法であり，偏波間の位相差情報を用いた降雨量推定や減衰補正を高精度に行い得る
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ことが知られている．一方で，X 帯における位相差観測においては後方散乱位相差の

混入による位相パラメータ算出精度の低下が問題となる．提案手法では，ネットワー

ク観測という状況を活かし，後方散乱位相差を適切に除去した上で降雨減衰補正を行

う．シミュレーションによる提案手法の精度検証を実施する． 

 第 4 章では，気象レーダデータに対するデータ圧縮手法について検討する．高分解

能レーダネットワークでは，データ一括処理を実行するサーバへのデータ転送がボト

ルネックとなる可能性がある．本研究では，気象エコーの空間的相関性と，データの

特徴に応じたアルゴリズムの調整が容易に行えるという利点を有する圧縮センシン

グ技術の融通性の高さに着目し，気象レーダデータに対する圧縮センシングによるデ

ータ圧縮手法の検討を行う．本研究グループで開発した PAWR と Ku 帯広帯域レーダ 

(Ku-band BBR)の観測データに対して圧縮および再構成を行い，その精度を検証する． 

 最後に，第 5 章では本論文で得られた結果をまとめる． 
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1章  序論 

 

 

1.1.  従来の気象レーダ観測とその問題点 
 降水を伴う気象現象に対する観測手段の一つとしてレーダによる電磁波リモート

センシングが用いられている．地上雨量計，ビデオゾンデなどの直接観測手法と比較

すると，レーダリモートセンシングは数十～数百 km の遠方に至るまでの領域を地表

面付近から高高度まで隈なく短時間で観測可能であり，準リアルタイムに現象を把握

する手段として，幅広く活用されている． 

 近年，日本国内において突発的に発生・発達し，地上に突然豪雨をもたらす気象現

象が社会問題となっている．このような突発的豪雨は短時間で発達する積乱雲に起因

し，『ゲリラ豪雨』と呼称されている．一方で竜巻による被害も深刻化しており，2012

年 5 月に茨城県つくば市で大惨事をもたらした竜巻被害は記憶に新しい [1]．これら

の現象は，いずれも高度数 km の上空で発生・発達する積乱雲に起因している．積乱

雲はしばしば降水を伴うため，気象レーダ観測が気象災害の前兆現象を捉える唯一の

手段と言える．こういった突発的な気象災害軽減のためには，上空における前兆現象

の発生を迅速に検知し，警戒情報を発令するシステムが求められる．そのようなシス

テムには気象レーダによる観測情報の提供が必須である． 

 気象レーダはアンテナから電磁波を大気中に送信し，雨滴による散乱によってレー

ダ方向に返ってきた電磁波を再びアンテナによって受信する．1 つの雨滴による電磁

波の散乱に対する散乱断面積の大きさは，おおよそ雨滴の粒径の 6 乗に比例すること

が知られており，降水強度の強い降雨ほど単位体積あたりに含まれる雨滴数とその粒

径は大きくなる傾向にあるため，レーダで受信される電力値はそのまま降水強度の指

標となる． 

 気象レーダ観測は 20 世紀半ばに始まり，S，C 帯 (周波数： 2 - 8GHz)レーダによる

観測が行われてきた．S，C 帯は降雨による電力減衰の影響が少なく，大型アンテナ

と高出力増幅器を使用することで，半径百～数百 km が観測可能となる．こういった

大型レーダは広い範囲の大まかな降水状況を把握することができる．しかしながらレ

ーダ遠方においては，地球の曲率の影響により地上から数 km の上空を観測すること
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となり，観測結果と実際の地表面付近の降水状況との間に差異が生じる．また，レー

ダから送信された電磁波は，数百 km離れたところでは数 kmの幅にまで拡がるため，

空間的な分解能が劣化する．さらに大型アンテナの機械的な回転速度に制限があり，

観測周期がアンテナの低速な回転に律速される．パラボラ型アンテナが搭載されたレ

ーダの場合，ある仰角方向にアンテナを固定し，方位角方向に一度回転させながら観

測を行った後，仰角を変更して次の観測を行う，というルーティンを繰り返すことと

なる．大型レーダでは 1 つの仰角に対する観測を行うのに数十秒～1 分程度の時間を

要する．一方，気象レーダは少なくとも数分毎の観測周期でデータを取得することが

求められるため，観測範囲は低仰角のみに限定される．そのため，先に述べた竜巻や

突発的豪雨といった短時間 (数分～数十分)で局所的 (数百 m～数 km)に，三次元的な

発生・発達過程を見せる現象に対しては，従来の大型レーダによる観測では分解能や

観測範囲の観点から不十分である．そこで，このような突発的気象現象を迅速に観測

することが可能なレーダシステムの開発が必要である． 

 一方，地上において降雨を直接観測するというアプローチも存在する．直接観測で

は，一定時間中にサンプリング面積内に降り注ぐ雨滴数とその大きさを各々カウント

する．測定結果は単位面積当たりの単位時間平均の雨水量を表す降雨量 R [mm/h]と

いうパラメータに変換される．R は河川増水や土砂災害を予想するための流出モデル

や地形モデルの入力値として用いられることから，その定量性が重要である．一方，

従来型の気象レーダでは，単一偏波，とりわけ水平偏波のみを観測に用いている．単

一偏波観測によって取得されるパラメータのひとつであるレーダ反射因子 Z と R の

関係性 (Z-R 関係)が長らく研究されており [2]，Z=cRd という関係が成立することが

知られている．ところが，定数 c, d は降雨のタイプや強さ，また地域によって異なる

値となる [3]．一般的には c は 70～500，d は 1.1～2.0 の値であるが，普遍的に係数 c, 

d を決定することは難しいと考えられている．そのために，Z から R を定量的に算出

することは困難である． 

近年，単一偏波観測レーダに代わって，二重偏波観測機能を有する気象レーダによ

る観測が行われている．降水現象は大気中に数多く存在する降水粒子の集合体であり，

電磁波の散乱特性は降水粒子の状態や向きによって異なる [4]．単一偏波のみの観測

ではそういった降水粒子の特徴を捉えることは難しいが，二重偏波の受信信号から降

水粒子のより詳細な情報を取得することができる．二重偏波観測は送信波に水平・垂

直の直交する 2 つの偏波を用いることで，従来のレーダ反射因子に加えて偏波による

受信電力の差や位相差，相関係数をパラメータ (偏波パラメータ)として取得する．偏

波パラメータは雨滴の粒径情報を含んでいるので，雨滴粒径分布関数 (DSD： Drop 

Size Distribution)の推定に有用である [5][6]．また，偏波パラメータの一つである単位

距離当たりの偏波間位相差を表す Kdpは，降雨量と強い相関が有ることが知られてお

り，その相関は先に述べた Z-R 関係よりも安定している．さらに，Kdp は単位距離当
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たりの減衰量とも安定的な相関があり，より高精度な降雨量推定，降雨減衰補正が可

能である [7][8][9]．さらにアメリカでは，CASA (Collaborative Adaptive Sensing of the 

Atmosphere)による X 帯 (周波数： 8 – 12GHz)二重偏波レーダネットワークの実証実

験が行われている [10][11]．一方，国土交通省は国内主要都市部で二重偏波観測機能

を有する X 帯レーダネットワーク (XRAIN [12])を運用しており，Web 上で観測情報

をリアルタイムで配信している． 

一方，二重偏波観測にもいくつかの問題点が存在する．降雨をレーダで観測した際

の受信信号は変動成分を含んでおり，通常，同一方向に対して複数回の観測を実施し，

それらの受信信号を平均することによって変動成分を低減している．二重偏波観測で

取得される Kdp やレーダ反射因子差 Zdr といった偏波パラメータの観測精度の確保に

必要とされる観測パルス数は，単一偏波観測で取得されるパラメータである Z に比べ

て多くなることが知られており [13]，観測パラメータの精度を保証するためには，観

測に要する時間が長くなる．また，二重偏波観測は雨滴が水平方向に扁平することを

利用しているため，高仰角観測では雨滴の扁平に起因する偏波間の受信電力と位相差

を検出できない．そのため，多くの二重偏波レーダは低仰角のみで観測を行っており，

レーダ自体の直上の観測を行っていない．さらに，X 帯の二重偏波観測で取得される

偏波間位相差には後方散乱の影響による正のバイアスが付加されるため， Kdpの算出

精度が悪化する．この Kdp算出時の誤差は減衰量や降雨量の推定誤差の原因となる．

単体の二重偏波レーダにおいて観測される偏波位相差から後方散乱位相差を除去し，

Kdp を算出するアルゴリズムは研究されているが [14][15]，高精度な後方散乱位相差

の検出には至っていないのが現状である． 

 

1.2.  本研究のアプローチ 
本研究グループでは，気象用フェーズドアレイレーダ  (PAWR：  Phased Array 

Weather Radar)を開発し，複数台の PAWR を用いた PAWR ネットワークを運用してい

る．また，二重偏波観測機能を有する新たな PAWR の開発を行っている． 

前節で述べたような気象災害に直結する現象を迅速に検知するためには，より高い

時間分解能で三次元的な観測が可能なレーダシステムによる常時監視が必要となる．

そのために，本研究グループは極めて高い時間分解能を有する PAWRを開発した [16]．

PAWR は従来のパラボラアンテナに代わってフェーズドアレイアンテナを採用して

いる．128 本の無指向性スロットアンテナを縦方向に配列し，そのうちで 24 本のアン

テナのみが送受信の両方を行っている．PAWR に搭載されているフェーズドアレイア

ンテナおよびスロットアンテナを図 1.1 に示す．送信の際，各スロットアンテナ間の

送信電磁波の位相を制御することによって所望の仰角方向に電波を送信することが

できる．送信ビームとしては，その幅が4～10度程度のファンビームを使用している．
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一方，受信信号を計算機でデジタル信号処理することによってビーム幅 0.9 度程度の

ビームに電子的に変換処理している．この一連の処理はデジタルビーム形成 (DBF： 

Digital Beam Forming)技術と呼ばれ，適応信号処理によるビーム形成手法の検討が行

われている [17][18][19]．DBF 技術によって仰角方向の観測を電子的な走査によって

行うことができるため，アンテナの機械的な走査が不要となり，方位角方向にアンテ

ナを 1 回転させるだけで対象範囲の三次元観測が可能となる．このことにより，従来

型レーダに比べて大幅な観測時間の短縮が可能となり，半径 60km の領域に対して 30

秒という高時間分解能での観測が実現した．観測距離は 60km であり，大型レーダの

観測距離に比べて短いため，観測領域内の空間分解能を高く保つことができ，地球の

曲率の影響を受けにくい． 

 次に，PAWR ネットワークについて説明する．現在，我々の研究グループは PAWR2

台を用いた PAWR ネットワークを阪神エリアに展開し，運用している．PAWR ネット

ワークの観測状況を図 1.2 に示す．両 PAWR は約 53km 離れていて，それぞれ半径

60km の観測範囲を 30 秒でフルボリュームスキャンするモードで運用されており，両

レーダの観測が重複する領域が広く存在する．PAWR を複数台組み合わせることによ

り，重複観測領域における降水現象に対しては，複数方向から 30 秒毎の情報を取得

図 1.1 気象用フェーズドアレイレーダと 

それを構成するスロットアンテナ 
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可能である．また，複数台の PAWR で 30 秒毎に取得されるドップラー速度情報を組

み合わせることによって，より詳細な風速の推定が可能である．PAWR のような観測

範囲が数十 km 程度のレーダを複数台用いた小型レーダネットワークの概略図を図

1.3 に示す．PAWR ネットワークのような小型レーダネットワーク観測によって，レ

ーダネットワーク全体としては大型レーダに匹敵する領域を観測することが可能と

なる．また，地形や高層ビルによる観測不能領域を別のレーダによる観測で補完する

ことができる．特に，狭い国土に 1000m 級の山岳が点在する日本において，大型レー

ダ観測における地形の影響を回避するためには，レーダを山頂付近に設置するほかな

い．そのため大型レーダによる観測における低高度地域の実際の状況と観測データの

図 1.2 気象用フェーズドアレイレーダネットワークの観測状況 
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差異はさらに大きくなる．よって，低高度からのレーダ観測を隙間なく行うといった

観点からも，小型レーダネットワークはより高性能な観測システムである．さらに，

複数台のレーダの観測が重複する領域においては同一の現象に対して多面的な観測

を行うことができるので，複数のレーダからの観測情報を合成し，観測値の高分解能

化ならびに高精度化を図ることができる． 

次に，二重偏波フェーズドアレイレーダの開発について述べる．高速スキャニング

性能を有する PAWR に続く次世代の気象レーダとして，本研究グループでは現在，二

重偏波観測機能を有するフェーズドアレイレーダの開発を行っており，フェーズドア

レイアンテナによる高速スキャニング性能と二重偏波観測機能の高精度な降水強度

推定を両立するためのアンテナ形状の設計を行っている [20]．二重偏波フェーズドア

レイレーダの実現により，30 秒～1 分毎に取得された偏波パラメータを用いた正確な

降雨量推定が可能となる．さらに，二重偏波フェーズドアレイレーダを複数台用いた

二重偏波フェーズドアレイレーダネットワークによって，従来の二重偏波レーダが抱

えている問題点を解決し，複数レーダの観測が重複する領域では，複数の偏波パラメ

ータを用いてより高精度な降雨量の推定が可能となる．  

 

1.3.  本研究の目的 
 本節では，本研究の目的について述べる． 

 まず，前節で述べた気象用フェーズドアレイレーダネットワークの運用における問

題点について述べる．PAWR は X 帯の周波数を使用しており、X 帯での観測において

は降雨による電力減衰が大きな問題となる．同程度の降雨に対する減衰の大きさは，

周波数のおよそ 4 乗に比例し，X 帯以上の周波数では損失が急激に増大する．この場

合，レーダから見て強い降雨の裏側においては，降雨減衰の影響によって降雨強度が

過小に評価されるだけでなく，電波の減衰によって観測不能となる場合も生じる．図

1.4にC帯およびX帯におけるレーダ反射因子と減衰係数 (単位距離当たりの減衰量)

の関係を示す．X 帯における減衰係数は C 帯に比べて大きいことが分かる．このよう

に X 帯以上の周波数を用いて降雨を観測する場合には，降雨減衰補正を行う必要が

ある．単一レーダの観測値に対する降雨減衰補正に関する研究の歴史は古く，

Hitschfeld と Bordan [21]は，減衰係数とレーダ反射因子 Z の関係を仮定し，距離方向

の観測値の系列を用いてレーダ近傍から補正値を算出する方法 (HB 法)を提案した．

HB 法では，減衰量の推定にレーダ反射因子の観測値を用いているため，推定された

減衰量も観測に含まれる誤差の影響を受ける．さらに，ある距離で算出した補正値を

以遠の補正に用いるため，観測誤差の影響はレーダから遠いほど蓄積していく．その

ため，減衰量の積算値 (PIA： Path-Integrated Attenuation)が大きくなる X 帯や Ku 帯

では，レーダ遠方における解が不安定となる．減衰係数はレーダ反射因子に対して指
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数関数的に増大するため，ガウス雑音とみなせる変動成分の影響は常に減衰量を過大

評価する方向に作用する．そのため，レーダ遠方で不安定となった解はしばしば発散

する．衛星搭載型の降雨レーダにおいては，地表面からの受信値を参照することで，

発散を抑えるようなアルゴリズムが提案されている [22]．しかし，地上設置の気象レ

ーダに対しては，大きな降雨減衰を補正できる効果的な手法は未だ開発されていない．

そこで，PAWR ネットワークのような X 帯の小型レーダネットワークにおいて，複数

台のレーダの観測値を統合的にデータ処理し，正確に降雨減衰を補正するアルゴリズ

ムの開発が求められている． 

次に，二重偏波レーダネットワークにおける問題点について述べる．X 帯二重偏波

レーダネットワークが国内外で運用されていることは既に述べたが，運用中の X 帯

二重偏波レーダネットワークにおける降雨減衰補正や降雨量推定に用いられている

アルゴリズムは，前述の単体レーダに対する手法を用いており，ネットワーク観測の

特徴や利点を活かしたデータ処理手法は未だ開発されていない．また，X 帯における

二重偏波観測では，後方散乱位相差による影響が避けられない．そのため，レーダネ

ットワークを利用して高精度に後方散乱位相差を除去するアルゴリズムの開発が求

められている． 

また，気象レーダの高分解能化は，転送および処理すべきデータ量の肥大化を招く．

小型レーダを複数台用いたネットワークの実用化に当たっては，データを一括して管

理・処理するメインサーバが必要となり，各レーダサイトからサーバにデータ転送す

る必要がある．先に述べた通り，気象レーダシステムは迅速に観測情報を公開するこ

とが求められており，システムとしては観測に必要な時間内にデータ転送，処理，出

図 1.3 小型レーダネットワークの概略図 
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力までを終えることが理想である．各レーダがデータを取得する速度がいかに高速だ

としても，レーダネットワーク全体として，情報を公開するのに時間がかかっては無

意味である．ここでは，大容量データの転送時間がボトルネックとなる場合について

考える．フェーズドアレイレーダは従来レーダに比べて高い時間分解能を有するため，

メインサーバへのデータ転送時間を短縮する必要性がある．現在稼働中の PAWR で

は，30 秒間に約 500MB のデータを取得しており，実用化のためには転送するデータ

量を 10%以下に抑えることが必要になる． 

 以上で示した問題を踏まえて，本研究における研究課題とその目的について述べる．

まず，X 帯においては偏波観測機能の有無に関わらず降雨減衰は非常に大きな問題で

あり，ネットワーク観測という状況下において確率理論に基づく降雨減衰補正手法を

開発する．また，小型高分解能レーダネットワークにおいて，データ転送に必要な時

間がボトルネックとなることを回避するため，圧縮センシング技術を用いた気象レー

ダデータの圧縮手法についての検討を行う．気象用フェーズドアレイレーダネットワ

図 1.4 減衰係数とレーダ反射因子の関係 

 (赤：X 帯 青：C 帯) 
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ークの運用に当たっての上記の研究課題を解決し，気象用フェーズドアレイレーダネ

ットワークの実用化を推進することが本研究の目的である． 

 第 2 章では，単一偏波レーダネットワークにおける降雨減衰補正手法の開発につい

て述べる．降雨減衰の大きい X 帯では単体レーダに対する降雨減衰補正手法である

Hitschfeld-Bordan 法 (HB 法)による補正結果は不安定となる．そこで，レーダネット

ワーク内の各ノードの HB 解と共にその理論的分散値を算出し，分散値の逆数による

重み付け平均によって，確率的に尤もらしい補正解を算出する．提案手法による推定

解の精度をシミュレーションと実観測データによって検証する．さらに，PAWR ネッ

トワークの観測データに提案手法を適用した結果について述べる．本章の内容は，関

連発表論文 A-1 に関連するものである． 

 第 3 章は二重偏波レーダネットワークにおける降雨減衰補正手法について説明す

る．二重偏波観測は水平・垂直偏波を用いることで降水の粒子情報を取得可能な観測

手法であり，偏波間の位相差情報を用いた降雨量推定や減衰補正を高精度に行い得る

ことが知られている．一方で，X 帯における位相差観測においては後方散乱位相差の

混入による位相パラメータ算出精度の低下が問題となる．提案手法では，ネットワー

ク観測という状況を活かし，後方散乱位相差を適切に除去した上で降雨減衰補正を行

う．シミュレーションによる提案手法の精度検証を実施する．本章の内容は，関連発

表論文 A-2 に関連するものである． 

 第 4 章では，気象レーダデータに対するデータ圧縮手法について検討する．高分解

能レーダネットワークでは，データ一括処理を実行するサーバへのデータ転送がボト

ルネックとなる可能性がある．本研究では，気象エコーの空間的相関性と，データの

特徴に応じたアルゴリズムの調整が容易に行えるという利点を有する圧縮センシン

グ技術の融通性の高さに着目し，気象レーダデータに対する圧縮センシングによるデ

ータ圧縮手法の検討を行う．本研究グループで開発した PAWR と Ku 帯広帯域レーダ 

(Ku-band BBR)の観測データに対して圧縮および再構成を行い，その精度を検証する．

本章の内容は，関連発表論文 B-1 に関連するものである． 

 最後に，第 5 章では本論文で得られた結果をまとめた上で，本研究の結論について

述べる． 
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2章  単一偏波レーダネットワークにおけ

る降雨減衰補正手法の開発 

 

 

2.1.  緒言 

 本章では，現在運用中の X 帯 PAWR ネットワークに適用可能な降雨減衰補正手法

について検討する．PAWR は水平偏波のみによる単一偏波観測を行っており，観測

によって取得されるパラメータは降雨減衰の影響を受けるため，レーダ単体のデー

タから補正を行うことは困難である．そこで，ネットワーク観測という状況下にお

いて，複数レーダの観測情報から確率的に尤もらしい補正解を算出するアルゴリズ

ムを開発した．2.2 節では，気象レーダにおける降雨減衰のメカニズム，ベイズの定

理に基づいた提案手法の定式化と処理手順について述べる．2.3 節では，S 帯レーダ

の観測データに基づいた X 帯におけるシミュレーションによって，提案手法の精度

評価を行なった結果を示す．2.4 節では，CASA が 2011 年まで運用していた二重偏

波レーダネットワークの一つである IP-1 レーダネットワークの観測データに提案手

法を適用し，既存の二重偏波レーダで用いられている減衰補正手法の適用結果と比

較することにより，提案手法の精度検証を行なった結果について述べる．2.5 節で

は，提案手法を PAWR ネットワークの観測データに適用した結果を示す． 

 

2.2.  単一偏波レーダネットワークにおける確率的降雨

減衰補正 

2.2.1. 単一偏波観測における降雨減衰 
 本節では提案手法の説明に先立って，単一偏波観測における降雨減衰のメカニズ

ムと単体レーダに対する降雨減衰補正の従来手法について述べる． 
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レーダによって送信された電磁波は降水のある大気中に分布する雨粒による散乱

および吸収の影響を受ける．レーダによって観測されるレーダ反射因子 Zm [dBZ]

は，降雨減衰および観測雑音を含んだ形で次式によって表される． 

 

)()(2)()(
0

rndsskrZrZ Z

r

m    (2.1) 

 

ここで，Z (r) [dBZ]は距離 r [km]における真のレーダ反射因子，k (r) [dB/km]は減衰係

数，nZは観測されるレーダ反射因子に含まれる雑音成分をそれぞれ表す．レーダ反

射因子は観測体積における降雨の強さを表す指標となる．レーダ反射因子とレーダ

の受信電力値 Pr の関係は次式で表される [23]． 

 

2

)(
)(

r

rCZ
rPr m  (2.2) 

 

ここで，C は各レーダ固有の定数を表し，アンテナゲインや送信電力，ビーム幅な

どによって定まる．Pr は，観測体積内に含まれる雨滴によって後方に散乱された電

磁波の電力の総和を表し，距離の 2 乗に反比例する．そのため，Pr に r の 2 乗を乗

じ，C を除することによって，距離 r におけるレーダ反射因子を求めることができ

る． 

各観測レンジにおける k の値は，DSD を用いて次式で定義される [24]． 

 


D ext dDDrNDrerk ),(),(10log)( 4   (2.2) 

 

ここで， ext  [m2]は消散断面積であり，周波数に依存する値である．N (r, D) [mm-1･

m-3]は単位体積に含まれる雨滴の数密度関数である DSD を表し，D [mm]は雨滴の粒

径である．各粒径毎の雨滴の消散断面積 ext に N(r, D)を乗じて積分することによ

り，各観測レンジの減衰係数を計算することができる．線形スケールにおけるレー

ダ反射因子 ζ [mm6･m-3]は次式で定義される． 

 


D b dDDrNDr

K
rζ ),(),()(

25

4





 (2.3) 
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ここで，ζ=100.1Zと表すことができ， ),( Drb  [m2]は後方散乱断面積を表す．λ [m]は

波長，K は水の誘電因子で，水の複素屈折率 m を用いて次式で表される． 

 

2

1
2

2






m

m
K  (2.4) 

 

k と同様，各粒径毎に算出される雨滴の後方散乱断面積 b に N(r, D)を乗じて積分す

ることにより，レーダ反射因子を計算することができる．降水中を伝搬する電磁波

は経路上の散乱と吸収による電力減衰の影響を受ける [24]． 

 ところで，ζ [mm6･m-3]と Z [dBZ]との関係式は， 

図 2.1 X 帯における HB 法のシミュレーション結果 

(黒実線： 真値 黒破線： 観測値 赤実線： HB 解) 



 

 第 2 章 単一偏波レーダネットワークにおける 

14    降雨減衰補正手法の開発  

 

 

 

 

10log10Z  (2.5) 

 

であるから， (2.1)式において nZ (r)=0 の場合には真値 ζ と観測値 ζmの関係は次式で

表される． 

 

])()10ln(2.0exp[)()(
0
r

m dsskrr ζζ  (2.6) 

 

単体レーダにおける最も基本的な降雨減衰補正手法の一つである HB (Hitschfeld - 

Bordan)法 [21]では，(2.6)式を ζ についての微分方程式として考える．このとき HB

解は， 

 

 /1)](
5

10ln
1)[()(  rSrr mHB ζζ  (2.7) 

 

と表される．ここで，S (r)は次式で与えられる． 

 

dssrS
r

m )()(
0

ζ  (2.8) 

 

α と β はレーダの送信周波数に依存する定数である．S (r)には，観測値 ζmに含まれ

る変動成分が距離毎に蓄積していく．そのため，HB 解は真値に比べて過大に計算さ

れる傾向にあり，特に強い降雨によって減衰が大きくなる場合には，レーダ遠方で

の推定解が発散する [25]．図 2.1 に X 帯における HB 法の一次元シミュレーション

結果の一例を示す．距離 20～35 [km]付近に最大 50dBZ のレーダ反射因子を持つ降水

コアが存在する場合を想定しており，観測値 (黒点線)が真値 (黒実線)を大きく下回

っていることが分かる．これはレーダで観測する値が経路上の降雨によって減衰し

ているためである．一方 HB 解 (赤実線)は距離 25km 付近以遠では真値よりも大き

な値となっており，HB 法による推定が過大となっていることが分かる．井口ら 

(1994) [22]は，Ku 帯 (周波数：13.8 [GHz])を用いた熱帯降雨観測衛星搭載降水レーダ 

(TRMM-PR： Tropical Rainfall Measuring Mission – Precipitation Radar)による観測結果

に対して，地表面エコーを参照することによって PIA を調節し，HB 解の発散を抑え

るアルゴリズム (SRT： Surface Reference Technique)を開発した． 
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2.2.2. 提案手法 

 本節では提案手法の概要について述べる．まず，確率理論に基づいた提案手法の

定式化について述べる．次に，提案手法の処理手順について説明する． 

 ベイズの定理に基づき，ある観測点におけるレーダ反射因子の真値 Z と観測量 Zm

に関する確率分布の関係を表すと， 

 

))(())(|)(())(())(|)(( ),(),(),(),(),(),( rZprZrZprZprZrZp nlnlnl
m

nl
m

nl
m

nl   (2.9) 

 

となる．ここで，p (x)は独立変数 x の確率密度関数，p (x|y)は y が与えられた下での

x の確率，l はレーダネットワーク内のノード番号，n は方位角方向の番号をそれぞ

れ表す．レーダによる観測をした後では， ))(( ),( rZp nl
, ))(|)(( ),(),( rZrZp nl

m
nl

,

))(|)(( ),(),( rZrZp nlnl
m , ))(( ),( rZp nl

m はそれぞれ，事前分布，事後分布，尤度関数，正

規化定数と見なせるので [26]， (2.9)式は次のように書き換えることができる． 

 

))(())(|)(())(|)(( ),(),(),(),(),( rZprZrZprZrZp nlnlnl
m

nl
m

nl   (2.10) 

 

ところで，観測値に含まれる雑音 nZが正規分布に従うと仮定すると，尤度関数は 

 







   )(,)()()())(|)(( ),(

0

),(),(),(),( rdsskrZrZNrZrZp nl
Z

rnlnl
m

nlnl
m   (2.11) 

 

と書く事ができる．ここで，N (x | m, s)は平均 m，分散 s の正規分布を表し， Z はレ

ーダ反射因子の観測値の標準偏差を表す．レーダ単体による観測において，尤度関

数が最大になる解は HB 解である．なぜなら，Z と ZHBの関係は (2.7)式によっての

み拘束されるからである．各レーダにおける HB 解が平均 Z の正規分布に従うと仮

定すると， 



 

 第 2 章 単一偏波レーダネットワークにおける 

16    降雨減衰補正手法の開発  

 

 

 

 












 


2),(

2),(),(
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),(),(

))((2

)()(
exp

))((2

1
 

))(|)((

r

rZrZ

r

rZrZp

nl

HB

nlnl

HB

nl

HB

nlnl

HB



 (2.12) 

 

となる．ここで，σHB
2は HB 解の分散値を表す．σHB

2の導出に関しては後述する．以

上の議論から，レーダネットワークにおける対数尤度関数を用いてコスト関数を次

式で定義する． 

 

 
min

)(

)()(

2

1

)(,  ),(,)(|(ln)]([

1
2),(

2),(

),(),2(),1( 21











L

l
nl

HB

e

nl

HB

nL

HB

n

HB

n

HBee

rZrZ

rZrZrZZprZJ

l

L





 (2.13) 

 

ここで，L はレーダネットワークを構成するレーダの数である．上式で表されるコ

スト関数を Zeで微分した関数を最小化することによって確率的に尤もらしい解が算

図 2.2 提案する降雨減衰補正アルゴリズムの処理手順 
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出される．そして HB 解が正規分布に従うという仮定の下では，コスト関数を最小

化する解は，ZHBの重み付き平均の形で次式によって算出することができる． 

 








L

l
l

L

l

nl
HBl

est

rw

rZw

rZ

1

1

),(

)(

)(

)(  (2.14) 

2)( )(

1
l

HB

l
σ

w   (2.15) 

 

L はレーダネットワークを構成するレーダ数を表す．提案手法の処理手順の概略を

図 2.2 で示す．提案手法において，HB 解の分散値 σHB
2は各レーダノードで算出され

る HB 解の非信頼度と見なされており，その逆数を各 HB 解に対する重み係数として

用いる．ZHBは観測値 Zmと観測点までの PIA の和で表される． 

 

rmkrZrZ
n

m
nmnHB  





1

0

)(2)()(  (2.16) 

 

Δr は距離方向のサンプリング間隔である．減衰係数 k は定数 α，β を用いて， 

 

)()( rZrk   (2.17) 

 

と近似する．(2.17)式を (2.16)式に代入すると， 

 







1

0

)(2)()(
n

m
mHBnmnHB rZrrZrZ   (2.18) 

 

となる．HB 解の分散 σHB
2は(2.18)式の分散を計算することによって， 

 









 





1

0

2 )(2)())(()(
n

m
mHBnmnHBnHB rZrrZVarrZVarr   (2.19) 
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と表される．Var (x)は変数 x の分散値を表す．ここで，距離 rnにおける Zmと距離 r0

から rn-1における ZHBの値の間に相関が無いと仮定すると，(2.19)式は次のように変

形することができる． 

 

))(2())(())((
1

0
mHB

n

m
nmnHB rZrVarrZVarrZVar 





  (2.20) 

 

提案手法においては，観測点から雨滴による反射が生じる点に向かう経路上でのデ

ータの無相関性を仮定しているが，実際は観測値および HB 解は距離方向の相関性

を有している．この仮定の妥当性については 2.3.3 節で論じる．このような仮定の下

では，距離 rnにおけるレーダ反射因子の分散値は距離 rn-1におけるレーダ反射因子

の分散値に置き換えることができる．なぜなら，各距離における観測値の理論的分

散値は， 送信波長，パルスの繰り返し時間，パルス数といったレーダの観測パラメ

ータのみによって決定されるためである．さらに， (2.20)式において総和の項内の

m=n-1 の項を総和項の外に出すことによって， 次式に示す変形を行うことができ

る． 

 

))(2())((

))(2())(2())(())((

11

1

2

0
1












 

nHBnHB

nHBmHB

n

m
nmnHB

rZrVarrZVar

rZrVarrZrVarrZVarrZVar









 (2.21) 

 

線形近似を用いて右辺の第 2 項を微分すると [27]， 

 

))(()()(2))(2( 11

1222

1 



  nHBnHBnHB rZVarrZrrZrVar    (2.22) 

 

(2.22)式を(2.21)式に代入することによって， 次式が導かれる．よって，距離 rnにお

ける HB 解の分散値を距離 rn-1における HB 解で表すことができる． 

  

 )()(21))(())(( 1

1222

1 



  nHBnHBnHB rZrrZVarrZVar   (2.23) 

 

さらに，レーダの最近接距離 (r0)までは減衰の影響を受けないものと仮定し，HB 解

の分散値を観測値の分散値と同一とする． 
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))(())(( 00 rZVarrZVar mHB   (2.24) 

 

(2.24)式を初期値として，(2.23)式を逐次的に計算することにより，各距離における

HB 解の分散値を計算することができる．実際にはレーダ付近の強い降雨やアンテナ

を保護するレドームの影響によって最近接距離よりも手前で減衰が生じる可能性が

ある．この仮定の妥当性については 2.3.3 節で論じる． 

 

2.3.  シミュレーションによる検証 

2.3.1. シミュレーションモデルの作成 

 提案した減衰補正アルゴリズムを評価するため，シミュレーションで求めた観測

値に対して提案アルゴリズムを適用し，真値との比較による精度検証を実施した．

本節で紹介するシミュレーションでは，S 帯レーダの観測値が降雨減衰の影響をほ

とんど受けないという事実を利用する．また，Chandrasekar と Lim [28]は，降雨観測

によって取得される S 帯と X 帯の水平レーダ反射因子 Zhとレーダ反射因子差 Zdrに

は対応関係が存在することを明らかにしている．半径数百 km の広範囲を観測対象と

する S 帯の二重偏波レーダ (e.g., NWS WSR-88DP network)による観測がアメリカ国

内で行われており，その内，テキサス州で観測を行っているレーダ (i.e., KFWS 

radar)で取得したデータを今回のシミュレーションに使用する．また，先行研究にお

ける DSD を使用した散乱シミュレーションによって取得された S 帯と X 帯のレーダ

パラメータの関係式を本シミュレーションに用いる．X 帯における水平レーダ反射

因子 𝑍ℎ,𝑋 とその減衰係数 𝛼ℎ,𝑋 は，S 帯における水平レーダ反射因子 𝑍ℎ,𝑆 とレーダ

反射因子差 𝑍𝑑𝑟,𝑆 によって，次式を用いて算出される． 
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ここで, 𝜁ℎ,𝑆  および 𝜁𝑑𝑟,𝑆  はそれぞれ線形スケールで表した S 帯の水平レーダ反射

因子とレーダ反射因子差を表す．(2.25)式における係数値を表 2.1 に示す．(2.25)式で

計算される値に減衰の影響は含まれて居ない．一方，X 帯において降水内の伝搬に

起因する電力減衰の影響を加味したレーダ反射因子の観測値
XhZ ,' は次式で表され

る． 


r

r XhXhXh dssZZ
0

)(2' ,,,   (2.27) 

 

本節で行う提案手法に対する評価においては，2 台のレーダによる観測を想定した一

次元シミュレーションによる検証を行う．一次元シミュレーションでは，二次元ま

たは三次元によるシミュレーションと異なり，各レーダ間の観測体積の違いによる

影響などを無視できる．図 2.3 に S 帯レーダの観測で取得された観測値と算出され

た X 帯における値を示す．S 帯と X 帯の真のレーダ反射因子を比較すると，その差

は 1～2dB となる．次節で紹介する一次元シミュレーションでは，図 2.3 に示す 2 次

元データを方位角毎に独立した 720 (S 帯データの方位角分解能は 0.5 度)の別ケース

として扱う．60km の直線上に分布する降雨に対し，60km 離れた 2 台のレーダ (レ

ーダ 1 およびレーダ 2)が互いの方向を向かい合って観測している状況を想定し，レ

ーダ 1 は図 2.3 における原点 (0,0)に位置し，レーダ 2 は反対側，すなわち半径 60km

の円周上の各点に位置すると仮定する．それぞれのレーダで観測した一次元データ

に対して，提案する降雨減衰補正手法を適用し，その精度を評価する．次節では，

代表例として 2 つの一次元データへの適用結果を示す．ケース 1 は図 2.3 における方

位角 350.17°，ケース 2 は方位角 307.69°のデータをそれぞれ使用した． 

 

表 2.1 (2.25)式における各係数値 
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2.3.2. シミュレーション結果 

 本節では，2.3.1 節で説明したシミュレーションモデルを用いた一次元シミュレー

ションの結果について述べる．提案手法が効果的に機能するケース (Case 1)，提案

手法による補正が失敗するケース (Case 2)，そして最後にシミュレーションの統計

的な評価について述べる． 

 

(a) Case 1 

 一次元シミュレーションによって求めたレーダ反射因子の一例を図 2.4 に示す．レ

ーダ 1 は距離 0km，レーダ 2 は距離 60km に位置している．図 2.4 (a)および (b)に

各々のレーダにおける真値，観測値，HB 解，HB 解の分散値を示す．降水は距離

13km から 57km に分布しており，レーダ 1 の HB 解は距離 35km 付近から推定値が

過大となり，最遠方では真値に比べて 15dB 程度過大に推定されている．一方，レー

ダ 2 の HB 解は距離 40km 付近より過大となり，レーダ遠方では値が発散している．

両レーダの HB 解の過大推定がレーダ遠方になるにつれて大きくなると共に，HB 解

の分散値も大きくなっている．提案手法の適用結果 (赤線)を図 2.4 (c)に示す．シミ

ュレーション結果 (点線)は真値 (実線)とほぼ一致していることが分かる．このとき

HB 解の分散値の合成値は次式で表される． 

 

2)2(2)1(

2)2(2)1(

2

1

2

1

)(

2
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)(
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







  (2.28) 

 

分散値の合成値もレーダ反射因子の推定値と同様に 重み付け平均によって計算さ

れ，レーダ反射因子の推定値と同様にその値が小さくなっていることが分かる． 

 

(b) Case 2 

 図 2.5 には別の事例に対するレーダ反射因子のシミュレーション結果を示してお

り，提案手法による減衰補正が正しく行われなかった事例である．図 2.5 (a)および

(b)では， PIA が大きすぎるために，両レーダの HB 解は距離 30km から 40km の領

域で共に発散している．HB 解と同じく，レーダ 1 の分散値は距離 30km 付近から

徐々に増大しはじめ，レーダ 2 の分散値も距離 45km 付近から増大している．分散値

σHB
2が HB 解自体の信頼度と関連していることを顕著に示す結果と言える． 
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図 2.3 S 帯レーダによる観測値と X 帯におけるシミュレーション値 

(a) S 帯水平レーダ反射因子 (観測値)， (b)S 帯レーダ反射因子差 (観測値)， 

(c)X 帯レーダ反射因子 (計算値)， (d)X 帯減衰係数 (計算値)， 

(e)観測される X 帯レーダ反射因子 (計算値) 
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図 2.4 シミュレーション結果・事例 1 (方位角 350.17°) 

(a) レーダ 1， (b)レーダ 2， (c)合成結果 
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図 2.5 シミュレーション結果・事例 2 (307.69°) 

(a) レーダ 1， (b)レーダ 2， (c)合成結果 
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(c) 統計的評価 

 本節では 720 のシミュレーション事例に対する統計的評価について述べる．図 2.6

に，レーダ反射因子の (a)観測値，(b) HB 解， (c)提案手法による真値と推定値を比

較した結果を示す．HB 解は両レーダの HB 解の単純平均である．ここで，色は

0.5dBZ × 0.5dBZ で分割された各ピクセルに含まれる点数を表す．観測値は降雨減衰

の影響を受けて 10～15dB の負のバイアスを持つ．一方，提案手法による推定結果は

バイアス誤差が 0.6dB に抑えられている．しかし，HB 解の単純平均ではバイアス誤

図 2.6 シミュレーションに対するレーダ反射因子の統計的評価 

(a) 観測値，(b) HB 法による減衰補正結果，(c) 提案手法による

減衰補正結果 
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差こそ抑えられているものの，図 2.6 (b)に表示されている点数が少なくなってお

り，これは HB 解が発散して無効値 (NaN)となる等，その推定値が不安定であるた

めである．提案手法ではより安定的な補正が行えており，従来手法に対する優位性

を示すことができた． 

 また，提案手法の推定誤差と HB 解の分散値の合成値 (σHB,int)
2の関係を評価する

ため，(σHB,int)
2の値と推定された点数，バイアス誤差，分散誤差を表 2.2 にまとめ

た．(σHB,int)
2の幅を「10 未満」から「5 未満」，「3 未満」，そして「2 未満」と狭めて

いくと，推定点数は少なくなり，バイアス誤差や分散誤差も徐々に小さくなった．

推定値の分散値である(σHB,int)
2を用いることで，推定値の精度をある程度見積もるこ

とができると言える． 

 

 

2.3.3. 考察 

 提案手法では定式化や推定アルゴリズムの簡略化のために様々な仮定を用いてい

る．さらに提案手法の実装においては，いくつかの考慮すべき事項が存在する．本

節では，そのような仮定および考慮すべき事項について，推定精度への影響の観点

から考察する． 

(a) 提案手法におけるレーダ較正誤差の影響 

 気象レーダにおける較正の誤差は，観測されるレーダ反射因子の大きさ，すなわ

ち，降水強度推定の定量性にも少なからず影響を与える．本節では，レーダ較正誤

差が提案手法の推定結果に与える影響を評価する．一次元シミュレーションにおけ

る 2 台のレーダでのレーダ反射因子の観測値にそれぞれ-2dB から+2dB のバイアスを

与え，その場合の提案手法による推定解の誤差を算出した．表 2.3 に各ケースの平均

誤差，標準偏差，推定点数を示す．レーダシステムの較正誤差は提案手法による推

表 2.2 提案手法の推定誤差と分散値の関係 
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定値に影響し，正の較正誤差，つまり実際に観測されるべき値よりも大きな値を観

測している場合には HB 解がより発散しやすくなり，そのために推定点数が減少す

る．提案する降雨減衰補正手法は 2dB 以下の較正誤差の場合でもそれほど大きな影

響を受けることなく機能することが分かる． 

 

(b) HB解のレンジ相関性による影響 

 提案手法の定式化，特に， (2.19) ～ (2.21)式において，距離方向に対する HB 解

には相関性が無いという仮定を用いている．しかしながら，レーダの受信信号は高

い距離方向の相関性を有することが知られている [27][29]．前述の一次元シミュレ

ーションにおける HB 解の平均自己相関関数を図 2.7 に示す．1 レンジ間 (約

260m)，5 レンジ間 (約 1.3km)，10 レンジ間 (約 2.6km)における相関は各々，-

19.7dB，-29.4dB，そして -35.7dB であった．隣接する観測レンジ間における相関は

約-20dB であることから，提案手法におけるレンジ相関は無視しても問題無いと言え

る． 

 

表 2.3 2 台のレーダの観測値にバイアスを与えた場合に提案

手法を適用したレーダ反射因子の推定結果 
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(c) k–Z 関係の変化による影響 

 (2.2)， (2.3) 式に示すとおり，レーダ反射因子と減衰係数の関係 (k-Z 関係)は降雨

の種類や状況，すなわち，DSD によって変化する．特に， (2.16)式における係数 α

の値は場所や時間によって刻々と変動する．一方，提案手法においては，HB 法を適

用する際には固定された α および β の値を用いており，算出された全ての HB 解は

k-Z 関係を固定したことによる誤差を含んでいる．HB 法では，この誤差が距離方向

に蓄積し，遠方における解が不安定 (発散)となることが問題となる．しかし提案手

法においては，より誤差の少ない HB 解に大きな重みを与えることにより，係数値

を固定したことによる影響は抑えられている． 

 

(d) レドームによる減衰の影響 

 X 帯ではレーダ直上より降り注ぐ強い降水に対するレドームによる減衰が問題と

なる．(2.7)式で示される HB 解において，レーダ自体とレーダに最も近い観測レン

ジの間で生じる減衰 (例えばレドームによる減衰)は厳密には考慮されていない．し

図 2.7 HB 解の距離方向に対する相関 

(四角付き実線：HB 解の平均自己相関関数 点線：近似曲線) 
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かしながら提案手法は，複数のレーダから取得されたレーダ反射因子の観測値を用

いて推定値を求める手法であり，あるレーダの観測値が近くに存在する強い降雨域

の影響を受けて激しく減衰していたとしても，別のレーダでそれを上手く補完する

ことができ，レドームによる減衰の影響も低減することが可能である． 

 

 

2.4.  実観測データを用いた精度検証 

 本節では，CASA が運用していた IP-1 レーダネットワークの 2007 年 5 月 8 日 7 時

16 分 (UTC)のデータに提案手法を適用し，実観測データを用いた精度検証を行う．

本レーダネットワークはアメリカのオクラホマ州で運用されており，KSAO, KCYR, 

KRSP, KLWE の 4 台の X 帯二重偏波レーダで構成される．図 2.8 に各レーダの位置

および観測範囲を示す．各レーダは二重偏波観測機能を有しており，水平レーダ反

射因子 Zhだけではなく，レーダ反射因子差 Zdr, 偏波間位相差 Φdp，そして，偏波

間相関係数 ρhvなどの偏波パラメータを取得可能である．約 24km 離れた KRSP レー

ダと KSAO レーダを結ぶ直線上で観測された Zhに対して適用した．提案手法による

推定値と Φdpによって減衰補正した結果を比較し，提案手法の妥当性を検証した．

Φdpは水平方向に対して扁平に変形した雨粒によって生じる偏波間の位相差情報を含

んでおり，降雨による電力減衰の影響を受けないため，Φdpを用いた減衰補正手法は

k-Z 関係を用いた減衰補正手法よりも安定かつ高精度であることが知られている 

[7]．図 2.9 にその比較結果を示す．距離 0km に KRSP レーダ，距離 24km に KSAO

レーダが位置しており，2 台のレーダ間の一次元データに提案手法と Φdpによる補正

手法を適用した．40dBZ を超えるような強い降水が距離 1 ～ 10km に存在してお

り，距離 6km 付近では 50dBZ にも達する．図 2.9 (a)には KRSP レーダの観測値と

HB 解を示しており，その差は最大で 20dB となっている．一方，図 2.9 (b)に示す

KSAO レーダによる観測値と HB 解にはそれほど大きな差はなく，それらの差は最

大でも 2dB 程度である． HB 解が不安定であるために，2 台のレーダで推定された

減衰量には，このような差異が生じていると考えられる．他にも観測時刻の違いや

方位角の差異による観測体積の違いを理由として挙げることができる．こういった

様々な要因が考えられるが，図 2.9 (c)における提案手法の推定値と Φdpによる補正値

は良く一致している．距離 12～16km では 2 つの推定値の間に 5～10dB の差が生じ

ている．これは KRSP レーダが降雨減衰による影響のためにレーダ反射因子を観測

することができず，KSAO レーダによる観測値のみで推定を行なっているためであ

る． 
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 3 時間分のレーダ反射因子の観測データに提案手法を適用した結果と，Φdpによる

補正手法による結果との相関を図 2.10 に示す．0.5dBZ × 0.5dBZ のピクセルに含まれ

る点数を色で表しており，Φdpによる補正手法に対する提案手法のバイアスは

1.0dB，標準偏差は 3.8dB となっている．Φdpによるレーダ反射因子に対する減衰補

正は信頼できる手法として知られており，今回の結果から提案手法による補正がそ

れと遜色無い精度を有すると結論付けられる．すなわち，ネットワーク観測という

状況下においては，単一偏波観測によって取得された観測値のみを用いた降雨減衰

補正が，二重偏波パラメータを用いた降雨減衰補正に匹敵する精度を有することを

示すことができた． 

図 2.8 CASA IP-1 レーダネットワークの構成 



 

 

31 

 

 

 

  

図 2.9 CASA IP-1 レーダネットワークで取得したデータに提案手法を適用した結果  

(a) KRSP レーダ， (b) KSAO レーダ (実線： HB 解, 破線： 観測されたレーダ反射因子)，  

(c) 提案手法の適用結果 (実線： 提案手法による推定値 破線： Φdp を用いて減衰補正し

た結果) 
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2.5. 気象用フェーズドアレイレーダネットワークへの 

適用 
 2.3 節および 2.4 節において，シミュレーションによって算出したデータと実観測

データに提案手法を適用し，その精度検証を行った．その結果，提案手法は十分な

精度と安定性を有することが示された．本節では，提案した降雨減衰補正手法を阪

神エリアで運用している PAWR ネットワークの実観測データに適用した結果を紹介

する． 

現在運用中の PAWR ネットワークおよびネットワークを構成する 2 台の PAWR の

位置関係を図 1.2 に示す．Suita PAWR は大阪府吹田市の大阪大学吹田キャンパス工

学研究科の建物の屋上に設置されており，2013 年夏より観測を行っている．Kobe 

図 2.10 提案手法と偏波パラメータを用

いた補正手法による結果の相関 
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PAWR は兵庫県神戸市の情報通信研究機構未来 ICT 研究所に設置されており，2014

年より観測を行っている．両レーダ間の距離は 53.84km である．2 台の PAWR は半

径 60km を 30 秒で観測するモードで運用しており，レーダ間の重複観測領域内にお

いて，提案する降雨減衰補正手法を適用する． 

 図 2.11 に 2016 年 8 月 29 日 10 時 55 分 (JST)の PAWR ネットワークの観測データ

に提案手法を適用した結果を示す．(a)および (b)の観測値を見ると，PAWR ネットワ

ークの重複観測領域だけではなく，Kobe PAWR の西側に降雨域が広く分布している

ことが分かる．一方，重複観測領域内の北側において，Kobe PAWR では降雨が観測

されているが，Suita PAWR では降雨が観測されていない領域が存在する．これは

Suita PAWR の北方が山で囲まれているため，観測不能領域が生じているからであ

る．さらに，Suita PAWR の西南西方向に観測値が途切れている方位が存在する．こ

れは Suita PAWR が設置されている西南西方向に高いビルが隣接しており，低仰角に

おいてはその方向を観測できないためである．次に，各 PAWR の HB 解では，降雨

減衰が補正され，全体的にレーダ反射因子の値が観測値に比べて大きくなってい

る．ところが (d)に示す Suita PAWR の HB 解では，レーダ西方で明らかに値が不安

定となっている領域 (赤色のレーダ反射因子が連続的に分布する領域)が存在してお

り，これは HB 法による補正の過程で，レーダ近傍からの雑音による減衰量推定誤

差の蓄積によって解が不安定となった結果であると考えられる．(e)に示す合成結果

では，Suita PAWR が抱える観測不能領域では Kobe PAWR によって値が補完されて

いる．また，Suita PAWR の HB 解が不安定となっていた領域では，Suita PAWR の

HB 解の重みを下げることによって，安定的に降雨減衰補正が成されていることが分

かる． 

 

2.6.  結言 
 本章では，単一偏波レーダネットワークにおける確率理論に基づいた新たな降雨

減衰補正手法を提案し，シミュレーションおよび実観測データを用いて補正精度の

検証を行った．また，提案手法を気象用フェーズドアレイレーダネットワークに適

用し，その有効性を示した． 

X 帯においては，降雨減衰による降水強度の過小評価が問題となっており，降雨

減衰補正の従来手法である HB 法では，解が不安定になるという問題が生じる．提

案手法では，各レーダにおける HB 法による補正解の重み付け平均を計算すること

によって，ベイズの定理における尤度関数を最大化することで，確率的に尤もらし

い解を算出する．HB 法は単体レーダのある方向のデータに対して，減衰についての

微分方程式の解を計算する決定論的手法であるが，その解は X 帯において不安定と

なる．特に，レーダから見て強い降雨域の裏側においては，HB 解は真値に比べて過
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大に推定される傾向がある．提案手法では，HB 解の理論的な分散値を HB 解の信頼

度の指標と見なし，分散値の逆数を重み付け平均の係数として使用することによ

り，安定的な推定結果が得られた． 

提案手法の精度と安定性を検証するために，S 帯の実観測データに基づいた X 帯

における一次元シミュレーションを行った．シミュレーションに先立ち，先行研究 

[28]によって提案された大量の DSD の観測データに基づいた関係式を使用し，S 帯

レーダで観測されたレーダ反射因子とレーダ反射因子差を X 帯におけるレーダ反射

因子と減衰係数に変換した．提案手法による補正解の誤差は平均誤差 0.6dB，分散誤

差 3.0dB となった．推定された点数による比較から，HB 解に比べてより安定的に減

衰補正を行い得ることを示した． 

 単一偏波のみによる観測を行う気象用フェーズドアレイレーダネットワークに適

用可能な新たな降雨減衰補正手法を提案し，提案手法は二重偏波観測で用いられて

いる位相差による降雨減衰補正手法と同等の精度を有することを証明した．気象用

フェーズドアレイレーダネットワークにおいては，単体のフェーズドアレイレーダ

が有する高速スキャニング性能に加え，提案手法を用いた高精度な降雨減衰補正が

可能となり，従来型レーダよりも迅速に捉えた上空の降水コアの定量的評価を行う

ことができる． 
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図 2.11 PAWR ネットワークに提案手法を適用した結果 (a) KobePAWR 観測値， 

(b) SuitaPAWR 観測値， (c) KobePAWR の HB 解， (d) SuitaPAWR の HB 解， 

(e) 合成結果 



 

36 

 

 

  



 

37 

 

 

3章  二重偏波レーダネットワークにおけ

る降雨減衰補正手法の開発 

 

 

3.1.  緒言 
 二重偏波レーダは単一偏波レーダに比べてより多くの有意なデータを取得し，よ

り高精度な降雨減衰や降雨量推定が可能である．しかし二重偏波レーダネットワー

クに適用可能なデータ合成手法は未だ確立されておらず，ネットワーク観測という

好状況を活かしきれていないのが実情である．そこで，二重偏波レーダネットワー

クに適用可能な確率的に最適な減衰補正の解を算出するアルゴリズムを提案し，シ

ミュレーションによる評価を行った．3.2 節では，二重偏波観測と二重偏波レーダに

おける降雨減衰のメカニズム，ベイズの定理に基づいた提案手法の定式化と処理手

順について述べる．3.3 節では，シミュレーションによる精度検証の結果を示す．3.4

節では結論を述べる． 

 

3.2.  二重偏波レーダネットワークにおける確率論的降

雨減衰補正 

3.2.1. 二重偏波観測 

 本節では二重偏波観測によって取得される観測パラメータについて示し，偏波間

位相差の観測原理について紹介する． 

 二重偏波レーダは，大気中に水平偏波と垂直偏波の電磁波を送信し，受信した電

磁波の偏波間の電力差や位相差を観測パラメータとして取得する．二重偏波パラメ

ータであるレーダ反射因子差 Zdrと比偏波間位相差 Kdpは DSD を表す N (D,r)と両偏

波に対する散乱振幅を用いて次のように表わされる [13]． 
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














dDrDNDs

dDrDNDs
rrZ

D vv
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drdr
),()(

),()(
log10)(log10)(

2

2

1010   (3.1) 

 

  
D vvhhdp dDrDNDfDfrK ),()()(Re

180
)(




 (3.2) 

 

ここで，𝜁𝑑𝑟は線形スケールにおけるレーダ反射因子差を表す．λ は波長，D は雨滴の

粒径， shh，svv は各々水平偏波の後方散乱振幅，垂直偏波の後方散乱振幅，fhh，fvv は

各々水平偏波の前方散乱振幅，垂直偏波の前方散乱振幅を表し，Re [*]は[*]内の複素

数の実数成分を表す．大気中を落下する雨滴は空気抵抗によって扁平に変形しており，

雨滴の粒径が大きくなるに従って扁平の度合いも大きくなる．図 3.1 にその様子を模

式的に示す．扁平に変形した雨滴に対する水平，垂直偏波間の各散乱振幅には差が生

じ，観測される各パラメータにその差が表れる． 

(3.2)式で表される Kdpを用いた，レーダ反射因子や Zdrの降雨減衰補正，降雨量推定

は高精度であることが知られており，Kdpは非常に有用なパラメータである．Kdpは単

位距離当たりの位相差を表しており，直接観測される値ではなく，偏波間位相差を微

分することで求められる． 

 

)(
2

1
)( r

dr

d
rK dpdp   (3.3) 

 

ここで，Φdp は偏波間位相差を表し，観測点までの前方散乱による位相差の往復分を

積算した値となる．ところが，実際に観測される偏波間位相差には，観測点における

後方散乱による位相差 δco が含まれる．図 3.2 に二重偏波観測における位相差測定の

概略図を示す．距離 r = n において観測される偏波間位相差 Ψdp (r=n)は，距離 r = n-1

図 3.1 大気中を落下する雨滴の扁平 
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までの前方散乱の往復積算値 Φdp (r)と観測レンジ r における後方散乱位相差 δco (r)の

和で表される．後方散乱の影響による位相シフト δcoは次式で表わされる． 

 

  dDeDsDsrDNr
DrDrj

D vvhhco
hhvv ),(),(

)()(),(arg)(
 

  (3.4) 

 

ここで δhhおよび δvvは各々，水平偏波の電磁波の後方散乱位相，垂直偏波の後方散乱

位相を表し，𝑎𝑟𝑔[∗]は偏角を表す．実際の観測によって取得される偏波間位相差 Ψdp

は Φdpと δcoの和として表される． 

 

)()()( rrr codpdp    (3.5) 

 

降雨による散乱がレイリー散乱で近似できる S 帯や C 帯では，δco の影響は無視でき

るが，ミー散乱となる X 帯では，δcoは数度程度の正の値となり，(3.3)式による Kdp算

出に影響を及ぼす．図 3.3 に X 帯におけるシミュレーションによって求めた Ψdpと Φdp

のグラフを示す．レーダから離れるにつれて単調増加する Φdp に対して，観測値 Ψdp

は正のバイアスを持つことが分かる．Kdpの算出に際して δcoの影響を除去するアルゴ

リズムは既に研究が進んでおり，Hubbert ら (1993) [14]は移動平均によるフィルタリ

ング処理によって δco を除去するアルゴリズムを開発した．しかし移動平均の計算に

より，距離方向の分解能が犠牲となるため，観測されていたはずの降雨プロファイル

の細かな変化の情報が失われるといった欠点を有する．また，Otto ら (2011) [15][30]

は δco - Zdr関係と Zdrの減衰係数である Adp と Kdpの間に存在する関係に着目し，散

図 3.2 偏波間位相差観測の概略図 



 

 第 3 章 二重偏波レーダネットワークにおける 

40    降雨減衰補正手法の開発  

 

 

 

乱シミュレーションによって導出されたそれらの関係式を用いた再帰的アルゴリズ

ムによって δcoを除去し，Zdrの減衰を補正する手法を開発した．Adpは次式で定義され

る [31]． 

 

  
D vvhhdp dDrDNDfDferA ),()()(Imlog20)( 10   (3.6) 

 

ここで Im [*]は[*]内の複素数の虚数成分を表す．δco - Zdr関係と Adp - Kdp関係は周波

数帯によって異なっており，X 帯においては次に示す 2 式が用いられる [32][33]． 

 

)(632.0)( 71.1 rZr drco   (3.7) 

)(044.0)( rKrA dpdp   (3.8) 

 

上記 2 式は様々な降雨状況の観測データに基づいた代表値であり，個々のケースに応

じた最適な係数値を用いているわけではない．そのため，推定解の精度に影響を与え

る可能性がある． 

図 3.3 X 帯における偏波間位相差の観測シミュレーション  

(実線：前方散乱による位相差 Φdp，破線：観測される位相差 Ψdp) 
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3.2.2. 提案手法 

本節では，二重偏波観測で取得されるレーダ反射因子差の減衰と，その補正手法に

ついて述べる． 

二重偏波レーダで実際に観測されるレーダ反射因子差 Zdrm と観測される偏波間位

相差 Ψdpは観測雑音を含んでおり，次のように表すことができる． 

 

)()(2)()( rndrrArZrZ
drZr dpdrdrm    (3.9) 

)()()()( rnrrΦr
dpΨcodpdp    (3.10) 

 

ここで，𝑛𝑍𝑑𝑟
(𝑟) と 𝑛𝛹𝑑𝑝

(𝑟)は雑音成分であり，それぞれ Zdrmと Ψdpの統計的性質に対

応したランダム変数である [13]．前方散乱による影響で生じる偏波間位相差 Φdp は

Kdpの往復積算で表すことができる． 

 


r dpdp drrKrΦ )(2)(  (3.11) 

 

 二重偏波レーダネットワーク観測の状況下において，ベイズの定理における尤度関

数を最大化することで Zdrのみならず，降雨状況に応じて最適な Adp-Kdp関係と δco-Zdr

関係を導出する． 

 Adpと Kdpの間に比例関係を仮定し，その係数を α (定数)とする． 

 

)()( rKrA dpdp   (3.12） 

 

また，δcoと Zdrには強い相関関係が存在することが知られており，その関係を次式で

表されると仮定する． 

 

)()( raZr b
drco   (3.13) 

 

ここで，α，a，および b は DSD に依存する定数である． 

 提案手法におけるアルゴリズムの処理手順を図 3.4 に示す．N 台の二重偏波レーダ

で構成されるネットワークを想定する．(3.12)， (3.13)式に含まれる定数と Zdrの初期
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値は，先行研究における散乱シミュレーションから得られた値とそれに基づく補正結

果を使用する[15][33]．(3.9)式右辺第 2 項の積分を有限幅のサンプリング間隔 Δr 毎の

和の形に書き換えると，Zdrの観測値 �̂�𝑑𝑟𝑚は次式で求められる． 

 





n

k
kdpn

l
drn

l
drm rrArZrZ

1

)()( )(2)()(ˆ  (3.14) 

 

ここで，l はレーダネットワーク内におけるレーダ番号であり，同様にして， (3.11)式

を代入した (3.10)式は次のように書き換えられる． 

 

)()(2)( )(

1

)(

n
l

co

n

k
kdpn

l
dp rrrKr   



 (3.15) 

 

(3.12)式から (3.15)式より，次式が導出される． 

 

  b

n
l

drn
l

dpn
l

drn
l

drm rZarrZrZ )()()()(ˆ )()()()(    (3.16) 

 

図 3.4 提案手法の処理手順の概要 
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各係数値および Zdr の初期値，そして Ψdp を (3.16)式に代入することで，�̂�𝑑𝑟𝑚を求め

ることができる． 

Zdrm のばらつきが正規分布に従うと仮定すると，l 番目のレーダにおける尤度関数

は次のように書くことができる． 

 

 )()()(

)(

)( ,ˆ l

Z

l
drm

l
drm

l

dr

l
drm dr

ZZN
b

a

Z

Zp 













































 (3.17) 

 

ベイズの定理によると，l 番レーダにおける事後確率は次のように表現できる． 
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ここで，無情報事前分布を仮定すると，事後確率の合成は次のように書くことができ， 
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このとき，(3.19)式の右辺は非線形のコスト関数に変換することができる． 
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ここで
drZ は Zdrの観測値の標準偏差である． 

さらにコスト関数は次のように簡略化することができる． 

 





L

l

l
drm

l
drm ZZJ

1

2
)()( ˆ  (3.21) 

 

(3.21)式で表されるコスト関数を最小化することによって最尤推定を行い，最適解 

(Zdr,opt , αopt, aopt, bopt)を得る． 

 

3.3.  シミュレーションによる精度検証 
 前節で述べた提案手法の推定精度を検証するために，2 章と同様の，60km 離れた

2 台のレーダが互いの方向に向かい合って観測しているという条件で，S 帯のデータ 

(WSR-88DP の KFWS レーダ)に基づく X 帯の一次元シミュレーションを実施した．

DSD を用いた散乱シミュレーションから導出された S 帯と X 帯のレーダパラメータ

の関係式を使用し，X 帯における Zdrとその減衰量を算出した [28]．また，算出され

た X 帯における Zdrから δco-Zdr関係を用いて δcoの真値を計算し，偏波間位相差の観

測量を推定した．さらに，Kdpは周波数に比例する値であると仮定し，S 帯と X 帯の

周波数の違いによる Kdp値の変換を行った． 

 図 3.5 に一次元シミュレーションの結果を示す．レーダ 1 は距離 0km，レーダ 2 は

距離 60km に位置している．(a)および (b)に示す各レーダで観測される Zdrmは，遠方

においては降雨減衰の影響を受けて真値に比べて小さな値となっている．一方，(c)

に示す提案手法によって補正された Zdrは，真値とほぼ一致している．また，(c)から

分かるように，提案手法によって推定された δcoは真値に対して全域にわたってバイ

アスを有する結果となった．シミュレーションを実施した全てのケースにおける推

定値と真値との比較結果を図 3.6 に示す．Zdrと δcoでそれぞれ，0.5dB × 0.5dB メッシ

ュ，0.05 度 × 0.05 度メッシュに含まれる推定値の点数を色で表している．推定され

た Zdrの平均誤差は 0.03dB，標準偏差は 0.16dB であり，高精度の補正が行われてい

ることが分かる．一方推定された δcoは平均誤差が-1.0 度，標準偏差は 3.0 度と，正

確な推定が行われているとは言えない．減衰量推定や降雨量推定に有用とされる Kdp

には 0.1 度/km 単位の精度が求められており，δcoの推定誤差は Kdpの推定誤差に大き

く影響を与える可能性がある． 



 

 

45 

 

 

 

  

図 3.5 一次元シミュレーション結果 (a)(b) 各レーダ単体によるレーダ反射因子

差の真値および観測値， (c)提案手法によるレーダ反射因子差の推定結果， 

 (d) 提案手法による後方散乱位相差の推定結果 
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図 3.6 一次元シミュレーションの統計的評価 (a) 推定されたレーダ反射因子差と

真値の比較， (b) 推定された後方散乱位相差と真値の比較 
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3.4.  δcoの推定精度の改善 

 提案手法を用いて推定された δcoの精度の問題については前節の最後で述べた．ま

ず，その理由について考察する．推定された Zdrの精度が高いにも関わらず，δcoの

推定が不安定であるという結果は，提案手法で算出された δco-Zdr関係の係数値 (a, b)

図 3.7 推定された係数 a, b のヒストグラム 
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が正確に算出されていないということを示唆している．そこで，シミュレーション

で得られた係数 a, b のヒストグラムを図 3.7 に示す．青い帯がシミュレーションにお

ける真値を示す範囲である．推定された両係数が真値に対して幅広く分布している

ことが分かる．これは (3.21)式で設定したコスト関数に δcoに関しての制約条件がな

いため，δco-Zdr関係の係数の推定が不安定となっていることがその理由として考えら

れる．そこで，次式に示すように，(3.21)式のコスト関数に δcoに関する制約項を追

加した． 

 

2

2
)()(

1
2

2
)()( ˆˆ

codr

l

co

l

coL

l Z

l

drm

l

drm ZZ
J















 (3.22) 

 

ここで，𝜎𝑍𝑑𝑟
および𝜎𝛿𝑐𝑜

は各々，Zdrおよび δcoの観測値の標準偏差の大きさである．

コスト関数を変更する前と変更後の推定精度を表 3.1 にまとめて示す．これを見る

と，コスト関数を変更した後の δcoの平均誤差は 0.30 度， 標準偏差は 0.58 度であ

り，推定精度は大きく改善されており，それに伴って Zdrの推定精度も僅かながら向

上していることが分かる．以上の結果から，コスト関数に δcoに関する制約条件を付

加したことにより，Zdrの推定精度を保持したまま，δcoの推定精度を向上させること

が分かった． 

 

3.5.  結言 

 本章では現在開発中の X 帯二重偏波フェーズドアレイレーダネットワークに適用

可能な，確率理論に基づく降雨減衰補正手法を開発し，シミュレーションによってそ

の精度検証を行った． 

X 帯で観測される偏波間位相差の値には，観測レンジにおける後方散乱位相差 δco

の値が正のバイアスとして付加され，比偏波間位相差 Kdpを算出するには後方散乱位

相差の除去が必要である．また，X 帯で観測されるレーダ反射因子差 Zdrは降雨減衰

の影響を受けるため，補正が必要となる．本章ではネットワーク観測という状況下に

おける観測情報の冗長性を活かし，X 帯における後方散乱位相差と降雨減衰という 2

つの問題を同時に解決可能な手法を提案した．提案手法では，X 帯における δcoを Zdr

の累乗の形で近似し，また Zdrの減衰係数 Adpを Kdpの一次関数で近似し，ベイズの定

理に基づく最尤推定によって，降雨状況に適した Adp -Kdp関係と δco -Zdr関係の係数値

および Zdrの補正値を推定した． 
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 一次元シミュレーションの結果，Zdrを平均誤差 0.03dB, 標準偏差 0.16dB で，高精

度に推定することができたが，δco -Zdr 関係から求められた δco の平均誤差は -1.0 度, 

標準偏差は 3.0 度となり，不安定な結果となった．そこで，最尤推定の際のコスト関

数に δco についての拘束項を追加し，再度シミュレーションを行った．その結果，δco

を平均誤差 0.30 度, 標準偏差 0.58 度で推定することができ，推定精度を大きく改善

することができた．すなわち，Zdr の推定精度を維持した上で，δco の推定精度を向上

させることができた． 

 提案手法は二重偏波フェーズドアレイレーダネットワークのみならず，現在稼動中

の二重偏波レーダネットワークに対しても適用可能な手法である．今後は提案手法を

適用することによって，X 帯の二重偏波レーダネットワークによる降雨減衰補正の精

度向上や算出された Kdpから推定される降雨量精度の向上が見込まれる． 

 

 

表 3.1 コスト関数の変更によるレーダ反射因子差と後方散乱位相差の推定精度の

変化 
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4章  高分解能気象レーダデータに対す

る圧縮手法の検討 

 

 

4.1.  緒言 
 本章では，気象用フェーズドアレイレーダネットワークをはじめとする小型レー

ダネットワークでは，大容量の観測データを転送する際に問題が生じる．本章で

は，このボトルネックを解消するためのデータ圧縮手法とその適用結果について述

べる．4.2 節では，高分解能レーダネットワークにおけるデータ圧縮の必要性とデー

タの特徴，気象レーダデータに対する圧縮センシングによる圧縮の有効性について

述べる．4.3 節では想定されるレーダネットワークにおけるデータ処理と，圧縮セン

シングを用いたデータ圧縮手法の概要について説明する．4.4 節では，提案するデー

タ圧縮手法を本研究グループで開発した高分解能レーダのデータに適用した結果に

ついて述べる．4.5 節では結論を述べる． 

 

4.2.  気象レーダネットワークにおけるデータ圧縮 

4.2.1. レーダデータ圧縮の必要性 

本節では，高分解能気象レーダの観測データの諸元とデータ転送時におけるデー

タサイズ削減の必要性について述べる． 

本研究グループで開発した PAWR は観測半径 30 km に対して時間分解能 10 秒，観

測半径 60 km に対して時間分解能 30 秒であり，距離方向のサンプリング間隔を

100m として 1 次元アレイアンテナ（アンテナ 128 素子で構成）を用いてフルボリュ

ームスキャンを行う気象レーダである．通常時は半径 60km 以内を 30 秒間で観測す

るモードを使用して運用している．気象レーダの観測データはレーダの位置を中心

とした球面座標系に対応してデータが取得される．PAWR のレンジ方向のサンプリ

ング点数は 600 点 （100m 毎）で，方位角方向は 300 方位 （360 度を 1.2 度毎），仰

角方向 110 点（0-90 度を 0.9 度毎），計 19,800,000 点の全天スキャンデータを 30 秒
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で取得する．各点は受信電力，ドップラー速度およびその速度幅を含む計 13 種類の

観測データが保存されており，一全天スキャンデータ容量は約 500 MB となる． 

本研究グループでは現在，PAWR を 2 台用いた PAWR ネットワークを運用してお

り，将来的には二重偏波フェーズドアレイレーダネットワークの運用も計画している．

複数台のレーダを用いたレーダネットワークを運用する場合，各レーダで得られた観

測データを統合的に処理するメインサーバへのデータ転送が必要となる．PAWR の場

合，30 秒で取得した 500MB のデータを観測時間以内にデータ転送しようとすると，

求められる通信速度は約 133Mbps となり，通常のインターネット回線では対処不能

である．そこで，観測で取得したデータをそのまま送信するのではなく，データを圧

縮した後に送信することによって，データ転送時のボトルネックを解消する必要が生

じる．PAWR で取得した全てのデータを 10Mbps 程度の通常のインターネット回線で

転送することを考えた場合，データサイズを 7～8%にまで圧縮する必要がある．さら

に本研究グループでは，PAWR の他に Ku 帯広帯域レーダ (BBR) [34] (送信周波数：

15.75GHz)を開発し，運用している [35]．BBR は数 m という極めて高い距離分解能を

有し，1 分で半径 15～20km 以内の近距離を 3 次元観測可能なレーダである．図 4.1 に

BBR の外観を示す．本研究グループでは，BBR を大阪平野に 3 台設置した BBR ネッ

図 4.1 Ku 帯広帯域レーダの外観 (庄内空港滑走路横に設置) 
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トワークを構築し，重複する観測領域においては数 m メッシュという高い空間分解

能による観測を実現している [36]．この BBR は 1 分間に約 180MB のデータを取得

する． 

 以上で述べたように，高時間・高距離分解能レーダによる観測では，短時間に膨

大な観測データが得られる．これらのレーダをネットワークかして観測を行う場合

には，各レーダからの観測データをリアルタイムで統合処理することにより，気象

災害の解明や短期予測に利用する．しかし，現状のネットワーク環境では通信速度

がボトルネックとなり，リアルタイムの統合処理は難しい．そのため，高精度の復

元が可能な，気象データ圧縮手法の開発が急務である． 

 

4.2.2. レーダデータの特徴と圧縮センシング 

本節では，気象レーダデータが持つ特徴について説明し，次に，圧縮センシング

を用いた気象レーダデータ圧縮の可能性について述べる． 

前節で PAWR ネットワーク実用化のためには 10%未満の極めて高い圧縮率を実現

する必要があることを述べた．ところが，可逆圧縮でそこまでの圧縮率を実現する

ことは事実上不可能である．一方，不可逆圧縮の場合には圧縮データ解凍後の再構

成の精度が問題となる．不可逆圧縮においては，圧縮率と再構成精度の間には基本

的にトレードオフの関係があるため，高圧縮率と高精度の再構成を実現するために

は，気象レーダのデータに適した圧縮手法を用いる必要がある．また気象レーダデ

ータは，データの使用者やデータを入力するシステムによって必要とされる範囲や

精度が異なることが予想される．そこで，必要とされる状況に応じて自由に圧縮率

や精度を変更可能な手法が，気象レーダデータの圧縮に適していると言える． 

ところで，気象現象はその発生から衰退に到るまで，空間的にも時間的にも連続的

に変化する事象である．そのため，気象エコーは空間的かつ時間的な相関性が高いと

いう特徴を有している．よって，気象レーダのデータを離散コサイン変換や離散ウェ

ーブレット変換によって周波数領域に変換すると，限られた低周波成分に大きな値が

集中し，高周波成分の値はほとんど値を持たない．このようにあるベクトルの要素の

内，限られた要素のみが値を持ち，その他ほとんどの要素がゼロであるという性質を

スパース性と呼ぶ． 

圧縮センシング（Compressed Sensing： CS）[37][38]は，スパース性が仮定できる対

象に対して，効果的な圧縮を可能にするデータ処理手法である．データ自体がスパー

ス性を持たない場合でも，適切な基底で展開することによりスパース性を有するデー

タ列に変換することで，CS の適用が可能となる．気象レーダに観測される気象エコ

ーは空間的相関性が高いという特徴を有しているため，適切な基底で展開することに

より観測データがスパースな信号として取り扱うことができ，CS の適用が可能とな
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る．CS を用いる利点としては，その融通性の高さが挙げられる．CS では，元データ

の特徴に合わせた基底の選択，状況に合わせた圧縮率の調整等，必要に応じたアルゴ

リズムの変更が容易である．前述のように気象レーダシステムでは，同じデータでも

データの使用者やシステムによって必要とされる範囲や精度が異なる場合が考えら

れる．CS による圧縮は，各々の状況に最適な基底，圧縮率を選択可能な柔軟さを有

する．また，データの性質に応じたスパースコーディングや辞書学習 [39]から，最適

な基底を使用することによって，目標とする高圧縮率を高精度で実現可能な唯一の方

法であると考えられる． 

 

4.3.  圧縮センシングを用いた圧縮手法 

4.3.1. レーダネットワークにおけるデータ処理 

 本節では，想定される小型高分解能レーダネットワークにおけるデータ処理につ

いて述べる． 

図 4.2 に，想定する気象レーダネットワークのデータ処理手順の概要を示す．クラ

イアント側では各サイトの気象レーダで観測されたデータが 4.3.2 節で述べる CS に

より指定する圧縮率で正規乱数行列を用いて圧縮される．圧縮された各データはサ

ーバ側に転送された後，各圧縮データに対して ℓ1ノルム最小化問題を解くことによ

って圧縮データの復元処理が行われる．復元された各データを統合し，降雨減衰補

正やドップラー速度の算出，3 次元風速場の算出を行う．取得した各指標を用いてゲ

リラ豪雨や竜巻の検知や警報情報を提供する．本論文では，受信電力，距離，レー

ダ定数の関係から算出される代表的なパラメータであるレーダ反射因子を対象とし

て，提案する圧縮手法の適用可能性を検証する． 

 

4.3.2. CSを用いた圧縮手法 

 本節では，圧縮センシングを用いた気象レーダデータの圧縮手法について説明す

る． 

ある 1 方向に対する観測データを要素とするベクトルを x = (x1, x2, … , xM)Tとする．

ただし，xm (m = 1，2， … M)はレーダから m 番目の距離での観測値であり，M はデ

ータ総数である．また，x の離散コサイン変換（Discrete cosine transform： DCT）あ

るいは離散ウェーブレット変換（Discrete wavelet transform： DWT）を s とし，

x=Ws と表す．ただし，W は逆 DCT 変換行列および逆ウェーブレット変換行列であ
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る．観測データ x の圧縮データは，正規乱数により生成される N×M (N < M)の行列 A 

を用いて，y=Ax により得られる．このとき，観測データの圧縮率は N/M である．

圧縮データ y の復元には，以下の最適化問題（主双対内点法 [40]の利用）を解き，

sWx ˆˆ   により得られる． 

 

1
minargˆ ss 

 subject to AWs=y (4.1) 

 





M

m
m

1
1

ss  (4.2) 

図 4.2 高分解能レーダネットワークにおけるデータ処理手順 

s

x 
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ここで，
1

s は s の ℓ1ノルムを表す． 

 圧縮および復元処理は，1 方位角方向のデータ（PAWR については 600 点，BBR

については 8,192 点）に対して 1 次元の圧縮・復元を各方位角および各仰角に対して

それぞれ実行する．気象レーダのデータは距離方向だけではなく，方位角および仰

角方向，さらには時系列に関しても，連続的な相関性を有しているが，レーダでは

距離方向にデータ取得するのが一般的で，最もシンプルな方法であるため，本章で

は距離方向に対する一次元のデータ圧縮について検討する． 

 

4.4.  適用結果 

4.4.1. 圧縮再構成の事例 

 4.3.2 節で紹介した圧縮手法を PAWR と BBR のデータに適用し，再構成を行っ

た．データ圧縮・再構成実験に用いた観測されたデータの概要を表 4.1 に示す．本

 

Case Radar time day year Location of 
radar 

1 

PAWR 

17:38:19  May 10 
2013 

 
 
 

Suita campus 
 

2 16:00:27 June 19 

3 20:00:29 Jan. 8 

2014 

4 9:00:21 March 30 

5 4:00:18 Oct. 6 

6 4:01:48 Oct. 6 

7 BBR 15:43 July 20 2012 Toyonaka 
campus 

 

 

表 4.1 提案する圧縮手法を適用する観測データ 
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節では，PAWR のデータ (Case 1～6)への適用結果について述べ，BBR のデータ 

(Case 7)に関しては 4.4.3 節で述べる．大阪大学吹田キャンパスに設置された Suita 

PAWR で 2013 年に観測された 2 事例（Case 1, 2）および 2014 年に観測された 4 事例

（Case 3～6）の計 6 事例のレーダ反射因子のデータに対して，圧縮率 N/M =0.2，

0.3，0.4，0.5 および 0.6 における DWT（前処理の分析結果から Level 5 とし，Haar

基底を使用）による圧縮および再構成を行った．その一例として Case 6 において観

測されたレーダ反射因子の元データと各圧縮率に対する再構成結果の一部（PAWR

の設置：東西方向，南北方向各 0 km の位置，仰角 6.3 度の等仰角断面）を図 4.3 (a)

～(f)に示す．レーダ反射因子が 36dBZ 以上の強い降雨域（レーダの設置位置から西

方向約 22 km 付近，北方向約 14 km 付近）において，復元誤差が生じていることが

分かる．誤差は圧縮率 20％の場合の再構成結果で最も顕著に表れており，圧縮率

60％においては，見た目にはほとんど差異が無い．誤差の要因として考えられるの

は， DWT による変換後のベクトルが完全なスパースベクトルではないことや，

DWT による変換が急激な気象エコーの変化に弱いことが挙げられる．図 4.4 は各方

位角における各圧縮に対する再構成率（（1-||x- x̂ ||/||x||）×100）を示す．表 4.2 に各圧

縮率に対する全方位の平均再構成率を示す．平均再構成率は圧縮率 20，30，40，

50，60%に対してそれぞれ，73.8，81.9，86.9，90.7 および 93.3%となっており，圧

縮率 20%の場合を除いて 80%以上の再構成率が実現されている．図 4.3 と図 4.4 か

ら，4.3.2 節で述べた行列 A の N の値が大きくなるにつれて，再構成の精度が高く

なっていることが分かる．図 4.4 において方位角 50 度付近では雨が少なく，110

度，130 度付近では降雨があるがその量は少ない．圧縮対象となるベクトル内に連続

的ターゲットである降雨領域が多く存在している方が，DWT による変換後のベクト

ルのスパース性が高まり，再構成が高精度で行われることが分かる．また，このよ

うに降雨域が少ない方位の再構成でも，圧縮率が小さい場合には再構成の誤差を抑

えることができている．1 例として方位角 270 度における元データと，圧縮率

30%，50%の復元データとの比較結果を図 4.5 に示す．(a)の青線が元データ，黒線と

赤線はそれぞれ圧縮率 30%と 50%の場合の再構成されたデータである．(b)にはその

誤差を示す．圧縮率を 50%とすると，誤差は概ね 5dBZ 以内に収まっている． 

 

4.4.2. 圧縮・再構成結果の統計的評価 
 PAWR で観測された 6 事例のレーダ反射因子の値が 10dBZ 以上，20dBZ 以上およ

び 30dBZ以上の各データに対する再構成データと元データとの平均誤差を図 4.6と表

4.2 に示す．図 4.6 において青線，黒線および赤線はそれぞれ 10dBZ 以上，20dBZ 以

上および 30dBZ 以上の平均誤差を表す．10dBZ 以上と，20dBZ 以上の平均誤差には

それほど差異は無いが，30dBZ 以上とレーダ反射因子の値が大きい場合には，大きな 
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図 4.3 Case6 のデータに対する DWT を用いた圧縮・再構成の結果 

 (a)元データ， (b)圧縮率 20%， (c) 圧縮率 30%， 

 (d) 圧縮率 40%， (e) 圧縮率 50%， (f) 圧縮率 60% 
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誤差が見られた．30dBZ 以上の平均誤差は圧縮率 20，30，40，50，60%に対してそれ

ぞれ，-4.55，-2.72， -1.57，-1.00，-0.73 dBZ であり，全体的に過小評価されている．

また，これらの平均誤差を一時間当たりの降雨量 [mm/h]に換算した場合，それぞれ-

1.31，-0.89，-0.55，-0.37 および 0.27mm/h となる．気象観測システムに求められる降

雨量の推定精度は 30dBZ 以上の場合には 1mm/h 前後である．この推定精度を保証す

るためには，圧縮率は 30%が妥当である．レーダ反射因子の観測値には数 dB 程度の

誤差が含まれることが知られており [27]，再構成率が 80%以上であれば，圧縮によっ

て生じる誤差は，観測誤差の範囲内であると言える．CS におけるデータの圧縮率は

N の値に依存し，N の値が小さくなれば圧縮率が高くなると同時に，再構成処理にか

かる計算時間も短縮することができる．PAWR の 1 方位角あたりのデータ点数は 600

点であり，BBR の 8,192 点に比べて少ないため，計算時間は問題にならない．ただし，

図 4.4 Case 6 の各方位角データにおける再構成率 (青：圧縮率 20%， 黒： 圧縮

率 30%， 緑： 圧縮率 40%， 水色： 圧縮率 50%， 赤： 圧縮率 60%) 
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全天スキャンデータの圧縮・再構成処理を行う場合には，リアルタイム処理が可能な

圧縮・再構成手法が必要となることはいうまでもない．また，同じデータに完全可逆

圧縮することのできる RAR, Zip 形式の圧縮法を適用した際の圧縮率は，32.1%と

35.7%であり，CS の圧縮率は 30％が妥当である（降雨量 1mm/h の精度を保証する）

ことを考えると，現状では圧縮率の値で数%程度優位である．また，高精度な再構成

手法 [41][42]を適用することによって圧縮率をさらに高められる可能性がある． 

 

図 4.5 Case 6 の方位角 270 度の一次元データへの適用結果(圧縮率 30%および

50%) (a) 観測値と再構成結果， (b) 観測値に対する誤差 
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4.4.3. 分解能の違いによる影響 
 PAWR の観測データに対して CS を適用した結果がレーダの分解能によってどの

ように変化するかについての検討を行った．本節では，その検討結果について議論

する．対象となるレーダは時間分解能が約 1 分，空間分解能が数 m であり，50m の

低高度からの観測が可能な BBR である．BBR はサンプリング間隔を 2.44m として，

レンジ方向に 8,192 点で 0-20km をカバーし，方位角方向に 3 度毎に 120 点で 0-360

度をカバーする．また，仰角方向にも 3 度毎に 30 点で 0-90 度をカバーして，総計

29,491,200 点の全天スキャンデータを約 1 分で取得する．各観測点におけるデータは

受信電力，視線方向風速度，およびその速度幅からなり，一全天スキャンデータの

容量は約 180MB である．大阪大学豊中キャンパスに設置された BBR で 2012 年に観

測された 1 事例 （Case 7）のレーダ反射因子のデータに対して，圧縮率 30%，40%

および 50%における DCT または Level 6 の Haar 基底を用いた DWT によって圧縮お

図 4.6 圧縮率と再構成率の関係  

(青： 10dBZ 以上， 黒： 20dBZ 以上， 赤： 30dBZ 以上) 
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よび再構成を行った．レーダ反射因子の元データと圧縮率 40%の DCT または DWT

による圧縮・再構成の結果の一部 （東西方向，南北方向各 0 km の位置に BBR を設

置，仰角 6-9 度の等仰角断面）を図 4.7 (a)～(c)に示す．レーダ反射因子が 40dBZ 以

上の強い降雨領域 (レーダの設置位置から東方向に約 2 km，北方向に 3km の付近)に

おいて，再構成誤差が生じている．これは PAWR に対する適用例と同様，DCT や

DWT 後のデータが完全なスパースではないこと，DCT，DWT のいずれも急激な気

象エコーの変化に弱いなどのためであると考えられる．DCT と DWT を用いた圧縮

に対する再構成率と，30dBZ 以上のデータに対する平均誤差を表 4.3 に示す．表 4.3

より DCT と DWT はほぼ同じ性能であり，いずれの場合にも 80%以上の再構成率を

達成できており，平均誤差も PAWR に対する適用事例と同様の精度を確保できてい

る． 

本節に示した結果から，CS による圧縮手法は分解能が異なる PAWR と BBR のい

ずれの観測データにも適用可能であることが示された．BBR の空間分解能は数 m

で， PAWR のそれと比較すると観測データのサンプリング間隔がかなり小さいた

め，空間相関がより高い．したがって周波数変換後のベクトルは低周波成分が大部 

 

Compression 
ratio (%) 

Reconstruction 
ratio (%) 

Mean error (dBZ) 

>10dBZ >20dBZ >30dBZ 

20 73.8 -3.53(5.31) -3.76(5.23) -4.55(5.11) 

30 81.9 -1.95(3.80) -2.10(3.72) -2.72(3.63) 

40 86.9 -1.03(2.99) -1.15(2.94) -1.57(2.90) 

50 90.7 -0.57(2.24) -0.67(2.23) -1.00(2.24) 

60 93.3 -0.39(1.73) -0.47(1.75) -0.73(1.78) 

Numbers in (  ) indicate value of standard deviation. 

 

表 4.2 各圧縮率に対する再構成率とレーダ反射因子に生じる

平均誤差と標準偏差 
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図 4.7 Case7 の BBR データに対する圧縮・再構成の結果  

(a) 観測データ， (b)DCT による圧縮率 40%の再構成の結果， 

 (c)DWT による圧縮率 40%の再構成の結果 
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分を占めるため，大域的 DCT を用いる方が適している．一方，PAWR の観測データ

のサンプリング間隔は 100m で BBR のそれと比べてかなり大きいため，より急激な

変化に対応可能な局所的基底である DWT を用いる方が適していると考えられる． 

BBR の観測データに対して CS を適用するにあたっては，距離方向の観測点数が

8,192 点と多いため，最適化問題を解く計算時間が長くなるといった問題点がある．

そのため，実際にリアルタイムで運用する場合には，並列演算処理やデータ点数の

分割などを行い，高速化のための処理方法を考慮する必要がある． 

また，研究用途への利用には，高精度の再構成 （降雨量 1 mm/h の精度の保証）

が必要となるため N の値を大きく，地域に提供する警報情報伝達への利用には警報

の迅速な発出が必要となるため N の値を小さくするなど，利用目的によって N の値

を変化させればよい． 

 

 

4.5.  結言 
 本章では，CS を用いた気象レーダデータの圧縮手法を提案し，PAWR と BBR に

よって観測されたレーダ反射因子の大容量データを，距離方向の一次元データに分

割した上で圧縮および再構成を行うことによって，CS による気象レーダデータ圧縮

の実用性の初期検討を行った．その結果，得られた再構成率や平均誤差から一次元

データにおいても効果的な圧縮が可能であることを示した．PAWR のデータに対し

て適用した場合には，圧縮率 30%以上で再構成率 80%以上を達成し，平均誤差を含

む換算降雨量から，圧縮率 30%で降水量を 1 mm/h の精度で保証できることを示し

た．気象レーダのデータは距離方向のみならず，方位角方向，仰角方向，さらには

時系列においても高い相関性を有しており，特に PAWR で 30 秒毎に得られるデータ

の時系列の相関性は非常に高いことが予想される．すなわち，二～四次元のデータ

に対して圧縮を行うことにより，さらなる高精度で，高い圧縮率によるデータ圧縮

を実現が期待される．本章では，DCT や DWT によってスパースベクトルへの変換

を行っていたが，辞書学習等の手法によって最適な変換基底を用いた変換を行うこ

とで，再構成精度の改善が可能である．そのようなアルゴリズムの改良により，将

来的には目標とする 10%以下の圧縮率で，再構成精度 10%以上の高精度なデータ圧

縮が十分実現可能であると考えられる． 

本章で提案した気象用レーダの大容量観測データに対する CS の適用により，小型

レーダネットワークにおける転送問題の解決が可能である．一方，サーバ側におい

て圧縮された観測データの再構成を行う際に，観測データが大きくなると，再構成

に必要な最適化問題を解く計算時間が長くなり，リアルタイム処理を行うことが難

しくなる．そのため，圧縮適用範囲の分割，並列処理手法の開発を行い，データ処
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理の高速化を図る必要がある．また，現在はランダム行列の乗算による圧縮を行っ

ているが，ランダム間引きに変更することによって大幅な計算時間の削減が見込ま

れる． 

 

 

 

 
 

Compression 
ratio (%) 

Reconstruction ratio (%) 
Mean error (dBZ) 

>30dBZ 

DCT DWT DCT DWT 

30 80.8 80.6 -2.70 -2.45 

40 83.1 83.0 -1.96 -1.76 

50 85.2 85.1 -1.43 -1.36 

 

 

表 4.3 変換基底の違い (DCT と DWT)による再構成精度の比較 
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5章  結論 

 

 
 本論文では，気象用フェーズドアレイレーダネットワークの運用に当たっての諸

問題の解決法を提案し，その有効性について議論した．現在運用中の気象用フェー

ズドアレイレーダネットワークに適用可能な高精度の降雨減衰補正手法の開発，現

在開発中の二重偏波フェーズドアレイレーダネットワークに適用可能な高精度の降

雨減衰補正手法の開発，そして，高分解能気象レーダデータに対する圧縮センシン

グ技術を適用した圧縮手法の初期検討を行った．本章では，本研究で得られた主要

な結果をまとめて結論とする． 

 2 章では，気象用単一偏波フェーズドアレイレーダを複数台用いたレーダネットワ

ークに適用可能な確率的降雨減衰補正手法を提案した．単一偏波レーダにおける降

雨減衰補正手法は長年研究されてきたが，降雨減衰の激しい X 帯で従来手法を適用

した場合，レーダ遠方では解が不安定となることが問題であった．提案手法では，

従来手法による解の不安定性の程度を示すために，解の理論的分散値を新たに定義

し，レーダネットワーク内の複数のレーダで求めた解を分散値の逆数によって重み

付け平均した値が，確率的に尤もらしい推定解に帰着することをベイズの理論に基

づいて数学的に証明した．次に，提案手法の推定精度を検証するために，実観測デ

ータに基づく一次元シミュレーションを実施した．降雨減衰の影響を受けない S 帯

レーダの観測データを X 帯におけるデータに変換し，向かい合った 2 台の X 帯レー

ダによる同時観測を想定して，提案手法を適用した．従来手法によって減衰補正さ

れた解は降雨減衰の影響による負のバイアスこそ軽減されるものの，一部の解は過

大推定となったり，発散したりする現象が見られた．一方，提案手法による推定解

は安定的に降雨減衰の影響を補正できることを示した．また，提案手法の実用性を

検証するために，アメリカ・オクラホマ州で運用されていた CASA IP-1 レーダネッ

トワークの観測データに提案手法を適用した．提案手法による補正結果と二重偏波

観測で得られる偏波間位相差による減衰補正手法の適用結果を比較することで，提

案手法は二重偏波パラメータを用いた降雨減衰補正と同等の精度を有することを実

験的に証明した．さらに，提案手法を実際に阪神エリアで運用中の気象用フェーズ

ドアレイレーダネットワークのデータに適用した．吹田市に設置されたフェーズド

アレイレーダはレーダ北側に位置する山やレーダ西方の高層ビルの影響を受け，観

測の不能領域があるが，ネットワーク観測による合成結果では，神戸市のフェーズ
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ドアレイレーダによってその領域データを十分な精度で補完することができた．ま

た，各々のフェーズドアレイレーダに従来の降雨減衰補正手法を適用すると，一部

の領域で解が不安定となったが，提案手法による補正では安定的な補正結果を得る

ことができた． 

 3 章では，二重偏波フェーズドアレイレーダネットワークにおける確率的な降雨減

衰補正手法を提案した．近年国内外で主流となっている二重偏波観測では，レーダ

単体に対するデータ処理手法の検討が行われており，単一偏波レーダでは取得でき

ない偏波間の位相差情報を用いた高精度な降雨減衰補正手法や降雨量推定手法が開

発されている．X 帯二重偏波レーダを複数台用いたレーダネットワークにおいて

も，データ処理自体は各レーダで個別的に行われているのが現状である．一方，減

衰補正や降雨量推定に用いられる単位距離あたりの偏波間位相差は直接観測される

値ではなく，観測される位相差から算出されるパラメータである．X 帯においては

ミー散乱の影響による後方散乱位相差の問題が生じる．後方散乱位相差は単位距離

あたりの偏波間位相差の算出精度に影響を与えるため，単位距離あたりの偏波間位

相差を用いた補正手法による推定値の精度にも影響を与える．提案手法では，X 帯

二重偏波レーダネットワークにおいて，統合的なデータ処理を行い，後方散乱位相

差の除去を行った上で偏波パラメータの一つであるレーダ反射因子差に対する減衰

補正を行った．提案手法の精度を検証するために，2 章と同様に S 帯レーダの実観

測データに基づいた一次元シミュレーションを行った．その結果，高い精度でレー

ダ反射因子差を補正することができたが，後方散乱位相差の推定結果は不安定とな

った．そこで，設定したコスト関数に後方散乱位相差に対する拘束項を付加し再度

シミュレーションを行い，レーダ反射因子差の推定精度を維持したまま，後方散乱

位相差の推定精度を向上させることができた． 

 4 章では，気象レーダデータに対する圧縮手法の初期検討として，圧縮センシング

技術を用いたデータ圧縮手法を提案した．気象用フェーズドアレイレーダをはじめ

とする高分解能レーダでは単位時間あたりの取得データが大容量化するため，レー

ダネットワーク運用の際にデータ転送がボトルネックとなる可能性がある．一方，

気象レーダの観測データは空間的な相関が高いという特徴を有しており，周波数領

域に変換することで，スパースなベクトルと見なすことができる．そこで，スパー

スなベクトルを圧縮対象とする圧縮センシング技術を応用した気象レーダデータの

圧縮手法を提案した．本研究ではその初期検討として，レーダデータを一次元デー

タに分割した上で圧縮および再構成を行い，圧縮率を変えた場合の再構成精度を比

較した．その結果，圧縮センシングを用いた気象レーダデータ圧縮の有効性を示す

ことができた． 

 本研究の結果をまとめる．従来の大型レーダによる観測には，低分解能や低高度

における観測不能領域といった問題が存在し，竜巻や突発的豪雨の検知には不向き
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であった．そこで大型レーダ観測に代わる新たなレーダ方式として，小型高分解能

レーダネットワークによる観測の必要性が高まっている．本研究グループは極めて

高い時間分解能を有する気象用フェーズドアレイレーダを開発し，気象用フェーズ

ドアレイレーダを複数台用いた気象用フェーズドアレイレーダネットワークを運用

している．気象用フェーズドアレイレーダネットワークは気象現象を迅速かつ三次

元的に隈なく観測することが可能であることから，突発的に発生・発達する現象に

よる災害を未然に防ぐ有効な手段として期待される．一方，送信周波数に X 帯を用

いている気象用フェーズドアレイレーダネットワークでは降雨減衰による降雨強度

に対する過少評価の問題を抱えており，それを解決する有効的な手段は現在のとこ

ろ提案されていない．また，高速スキャニング性能を有する気象用フェーズドアレ

イレーダネットワークを実運用に際し，データの転送時間がボトルネックとなるこ

とが想定される．本研究では，レーダネットワークにおいて複数レーダの観測情報

を統合的に用いて確率的最適解を求めることによって降雨減衰の問題を解決した．

さらに，観測データに対して圧縮センシングを用いたデータ圧縮手法を提案し，デ

ータ転送時間の削減に成功した．すなわち，本研究によって，気象用フェーズドア

レイレーダネットワークをはじめとする小型高分解能レーダネットワークが抱える

本質的な問題を解決したと結論付けられる． 

今後，気象用フェーズドアレイレーダネットワークを実用システムとして運用し

ていくことが求められる．そのためにはまず，データ圧縮と再構成処理を含めたデ

ータ転送手法を確立し，提案した降雨減衰補正手法をリアルタイムに適用する必要

がある．さらに，二重偏波観測機能を有するフェーズドアレイレーダが現在開発中

であり，近い将来，二重偏波フェーズドアレイレーダを含んだフェーズドアレイレ

ーダネットワークによる観測網が構築される予定である．将来的には，30 秒毎に取

得される高精度な三次元降水強度分布や風速度分布を高速で処理し，突発的豪雨や

竜巻の発生を迅速に予報するシステムを開発することによって，気象災害による被

害を少しでも軽減することが期待される． 
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記号索引 

 
記号 英語 日本語 

Adp specific differential attenuation レーダ反射因子差の減衰係数 

a, b coefficients on δco-Zdr relationship δco-Zdr関係における係数値 

c, d coefficients on Z-R relationship Z-R関係における係数値 

D diameter of raindrop 雨滴の粒径 

fhh,vv 
forward scattering amplitude on 

horizontal and vertical polarization 

水平及び垂直偏波における 

前方散乱振幅 

Im[] imaginary part of  複素数の虚部 

K dielectric factor of water 水の誘電因子 

Kdp specific differential phase 比偏波間位相差 

k specific attenuation レーダ反射因子の減衰係数 

m complex refractive constant of water 水の複素屈折率 

N(r,D) drop size distribution function 雨滴粒径分布関数 

nZ noise factor of radar reflectivity  レーダ反射因子に含まれる観測ノイズ 

nZdr 
noise factor of differential 

reflectivity 

レーダ反射因子差に含まれる 

観測ノイズ 

nΨdp 
noise factor of measured differential 

phase 
偏波間位相差に含まれる観測ノイズ 

Pr radar received power レーダ受信電力 

p() probabilistic density function 確率密度関数 

R rainfall rate 降雨量，降水量 

Re[] real part of  複素数の実部 

rn n th range n番目の観測レンジ 
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shh,vv 
back scattering amplitude on 

horizontal and vertical polarization 

水平及び垂直偏波における 

後方散乱振幅 

Z intrinsic radar reflectivity レーダ反射因子 

Zdr intrinsic differential reflectivity レーダ反射因子差 

Zdrm measured differential reflectivity 観測されるレーダ反射因子差 

Zh horizontal radar reflectivity 水平レーダ反射因子 

Zm measured radar reflectivity 観測されるレーダ反射因子 

α,β coefficients on k-Z relationship k-Z 関係における係数値 

δco 
back scattering differential phase 

shift 
後方散乱による位相シフト 

δhh,vv 
back scattering phase at horizontal 

and vertical polarization  

水平及び垂直偏波における 

後方散乱位相 

ζ 
intrinsic radar reflectivity in linear 

scale 
レーダ反射因子 (線形スケール) 

ζdr 
intrinsic differential reflectivity in 

linear scale 
レーダ反射因子差 (線形スケール) 

ζm 
measured radar reflectivity in linear 

scale 

観測されるレーダ反射因子  

(線形スケール) 

λ wave length 波長 

σb back scattering cross section 後方散乱断面積 

σext extinction cross section 消散断面積 

σHB standard deviation of HB reflectivity HB解の標準偏差 

σZdr 
standard deviation of differential 

reflectivity 
レーダ反射因子差の標準偏差 

σΨdp 
standard deviation of measured 

differential phase 
偏波間位相差の標準偏差 

Φdp forward scattering differential phase  前方散乱による偏波間位相差 

Ψdp measured differential phase 観測される偏波間位相差 
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略語索引 

 
BBR Broad Band Radar 

CASA Collaborative Adaptive Sensing of the Atmosphere 

CS Compressed Sensing 

DBF Digital Beam Forming 

DCT Discrete Cosine Transform 

DWT Discrete Wavelet Transform 

DSD Drop Size Distribution 

HB Hitschfeld Bordan 

PAWR Phased Array Weather Radar 

PIA Path Integrated Attenuation 

SRT Surface Reference Technique 

TRMM-PR Tropical Rainfall Measuring Mission – Precipitation Radar 

XRAIN eXtended Radar Information Network 
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